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ブルキナファソ政府は 2002 年に「基礎教育 10 カ年計画」（PDDEB）を策定し、フェーズ 1（2002

年～2007 年）では「教育の量的拡大」に取り組み、2007 年の初等教育無償化の施行によって、

初等教育（1～6 年生）の就学率は大幅に向上しました。 

フェーズ 2（2008 年～2010 年）では、「教育の質の改善」に重点を置いて取り組んできたもの

の、初等教育の修了率が半分にも満たないなど依然として課題を抱えており、ブルキナファソ政

府は 2012 年から 2021 年の 10 年間を対象とした「基礎教育戦略開発プログラム」（PDSEB）を策

定し、基礎教育へのアクセス改善、基礎教育の質の改善等、五つのプログラムに取り組んでいま

す。 

JICA は、生徒の理解度を考慮した学習者中心型の授業実践を行うことのできる教員を育成する

現職教員研修の改善のため、2008 年 1 月から 3 年間、「初等教育・理数科現職教員研修改善プロ

ジェクト・フェーズ 1（以下「フェーズ 1」）」を実施しました。同プロジェクトでは、ブルキナ

ファソ国内 4 州 4 県（カディオゴ、ウブリテンガ、サンマテンガ、トゥイ）において、学習者中

心アプローチによる理数科授業を普及すべく、研修実施体制の構築、研修コンテンツの開発、研

修講師の育成、教員研修の実施、地方教育行政官によるモニタリング強化等に取り組み、プロジ

ェクト終了時にはすべてのパイロット県で教室レベルでの授業実践の改善が確認されました。次

なる段階として、それらの成果を全国 13 州 45 県に普及すべく、国民教育・識字省（MENA）よ

り要請され、JICA は 2011 年 12 月より技術協力プロジェクト「初等教育・理数科現職教員研修改

善プロジェクト・フェーズ 2」を実施してきました。 

今般、上記プロジェクトの終了を 2015 年 9 月に控え、プロジェクトの進捗、目標及び成果達

成状況について確認するとともに、終了までの課題や今後の活動計画について関係機関と協議す

ることを目的として、2015 年 4 月 6 日から同年 4 月 23 日の期間、終了時評価調査団をブルキナ

ファソに派遣しました。本報告書は同評価結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェク

トのみならず類似プロジェクトの実施にあたって広く活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力を頂いた関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一層の

ご支援をお願いする次第です。 

 

平成 27 年 5 月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 戸田戸田戸田戸田    隆隆隆隆夫夫夫夫 
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＊研修＊研修＊研修＊研修先行先行先行先行実施実施実施実施 4 県県県県 

 Centre 州 Kadiogo 県 

 Plateau Central 州 Oubritenga 県 

 Centre Nord 州 Sanmatenga 県 

 Hauts Bassins 州 Tuy 県 

＊＊＊＊2012 年新規年新規年新規年新規実施実施実施実施 9 県県県県 

 Plateau Central 州 
Ganzourgou 県 

Kourwéogo 県 

 Centre Nord 州 
Bam 県 

Namentenga 県 

 Hauts Bassins 州 
Kénédougou 県 

Houet 県 

 Centre Ouest 州 Boulkiemdé 県 

 Centre Est 州 Boulgou 県 

 Nord 州 Passoré 県 

＊＊＊＊2014-15 年実施年実施年実施年実施 32 県県県県     

 上記を含む 13 州 上記を除く全 45 県のうちの 32 県 

全国計全国計全国計全国計 13 州州州州 全国計全国計全国計全国計 45 県県県県 

ブルキナファソブルキナファソブルキナファソブルキナファソ 

 13 州 州国民教育・識字局 

 45 県 県国民教育・識字局 

   ワガドゥグー 
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授業中の生徒の活動・態度 

第 1 学年算数 
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プロジェクトによって作成された 

研修用教材の視聴覚教材 DVD 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  学習指導案を提示する教員 

試験的な指導案の利用を行

った Kadiogo 県の小学校で 

 

  

国民教育・識字省次官との 

終了時評価調査ミニッツ署名 

 エンドライン調査結果分析のための 

ワークショップを行う中央研修講師  
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DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DAF Direction / Directeur de l’Administration et 

des Finances 
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DDEPP Direction / Directrice du Développement de 
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公的基礎教育開発局または局

長 

DECEB Direction / Directrice des Examens et 

Concours de l’Éducation de Base 

基礎教育総局または局長 

DGCOOP Direction / Directeur Général（e）de la 

Coopération 

協力総局または局長 

DGEB Direction / Directeur Général（e）de 

l’Éducation de Base 

基礎教育総局または局長 

DGIREF Direction / Directeur Général（e）de l’Institut 

de la Réforme de l’Education et de la 

Formation 

教育・研修改革研究総局または

局長 

DPENA Direction / Directeur Provincial de 

l’Education Nationale et de l’Alphabétisation 

県国民教育・識字局または局長 

DRDP Direction / Directeur de la Recherche et du 

Développement Pédagogique 

教育開発研究局または局長 

DREF Direction / Directeur de la Réforme et de la 

Formation 

改革研修局 

DRENA Direction / Directeur Régional de l’Education 

Nationale et de l’Alphabétisation 

州国民教育・識字局または局長 

DRH Direction / Directeur des Ressources 

Humaines 

人事局 

ENEP École Nationale des Enseignants du Primaire 初等教員養成校（公立） 

ENS-UK École Normale Supérieure de l'Université de 

Koudougou 

クドゥグ大学高等師範学校（校

長・視学官養成） 

EPFEP École Privé de Formation des Enseignants du 

Primaire 

私立初等教員養成校 

  



 

 

FCFA Francs de la Communauté Financière 

Africaine 

セーファーフラン 

FN Formateur National （National Trainer） 中央研修講師 

GAP Groupe d’Animation Pédagogique 教員分科会（複数の近隣校の集

団、クラスター） 

INSET In-Service Education and Training 現職教員研修 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

MEF Ministère de l’Économie et des Finances 経済財政省 

MENA Ministère de l’Éducation Nationale et de 

l’Alphabétisation 

国民教育・識字省 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録（ミニッツ） 

OECD Organization for Economic Co-operation and 

Development 

経済協力開発機構 

PDM Projet Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

PDSEB Programme de Développement Stratégique de 

l’Éducation de Base（2012-2021） 

基礎教育開発戦略プログラム

（2012-2021） 

PRESET Pre-Service Education and Training 教員養成 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

SG Secretary General 事務次官 

SMASE Project of Teachers Training Improvement in 

Science and Mathematics at the Primary Level 

初等教育・理数科現職教員研修

改善プロジェクト（ブルキナフ

ァソ国） 

SMASE-WECSA Strengthening Mathematics and Science 

Education in Western, Eastern, Central and 

Southern Africa 

SMASE（理数科教育強化）ア

フリカ域内ネットワーク 

TICAD Tokyo International Conference on African 

Development 

アフリカ開発会議 

 



 

i 

評価評価評価評価調査結果要約表調査結果要約表調査結果要約表調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：ブルキナファソ 
案件名：初等教育・理数科現職教員研修改善プロジェ

クト・フェーズ 2 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 基礎教育第二チ

ーム 

協力金額：2 億 2,562 万円 

協力期間 （R/D）：2011 年 11 月 9 日 

3 年 9 カ月 

（2011 年 12 月～2015 年 9 月） 

先方関係機関：国民教育識字省（MENA） 

日本側協力機関：特になし 

他の関連

協力： 

・無償資金協力（コミュニティ開発支援無償）：「第一～五次小学校建設計画」「サヘ

ル地方初等教員養成校建設計画」 

・無償資金協力（一般プロジェクト無償）：「カヤ初等教員養成校建設」 

・技術協力プロジェクト：学校運営委員会支援プロジェクト（2009 年 11 月～2014 年

3 月）、学校運営委員会支援プロジェクト フェーズ 2（2014 年 5 月～2017 年 4 月） 

・個別専門家：政策アドバイザー（教育）（2014 年～2016 年） 

・青年海外協力隊：小学校教員 

１－１ 協力の背景と概要 

ブルキナファソ政府は、2002 年に「基礎教育 10 カ年計画」（PDDEB）を策定し、フェーズ 1

（2002 年～2007 年）では「教育の量的拡大」に、フェーズ 2（2008 年～2010 年）では「教育の

質の改善」に重点を置いて取り組んできた。2007 年の初等教育無償化により、初等教育（1～6

年生）の純就学率は、2002 年の 38.2％から 2010 年には 62.2％に増加した。 

一方、教育の質においては 2012 年時点で初等教育の修了率が半分にも満たないなど、依然と

して課題を抱えており、ブルキナファソ政府は、2012 年から 2021 年の 10 年間を対象とした「基

礎教育戦略開発プログラム」（Programme de Développement Stratégique de l’Éducation de Base：

PDSEB）を策定し、基礎教育へのアクセス改善、基礎教育の質の改善等、五つのプログラム

1
に

取り組んでいる。学校現場においては、多くの教員が生徒の理解度を考慮しない板書中心の暗

記・詰め込み型授業を行っており、生徒の理解度を考慮する学習者中心型の授業実践を行える

教員を養成するために現職教員研修（In-Service Education and Training：INSET）の改善が急務と

なっている。 

このような背景の下、JICA は 2008 年 1 月から 3 年間、初等教育・理数科現職教員研修改善プ

ロジェクト（Project of Teachers Training Improvement in Science and Mathematics at the Primary 

Level、以下「SMASE」）フェーズ 1（以下「フェーズ 1」）を実施した。同プロジェクトでは、

                                                        
1
 「基礎教育戦略開発プログラム（PDSEB）」（2012-2021）では、本文記載の二つのプログラム以外に3プログラム（「ノンフ

ォーマル教育の改善」「フォーマル・ノンフォーマル教育の運営の改善」「PDSEB実施のための運営管理の改善」）の取り組

みを行っている。 
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ブルキナファソ国内 4 州 4 県（カディオゴ、ウブリテンガ、サンマテンガ、トゥイ）において、

学習者中心アプローチの具体的な実践方法である ASEI-PDSI2
の理数科授業を普及すべく、教員

分科会（Groupe d’Animation Pédagogique、以下「GAP」3
）、視学官のモニタリングを活用しつつ、

研修実施体制の構築、研修コンテンツの開発、研修講師の育成、教員研修の実施、地方教育行

政官によるモニタリング強化に取り組んだ。プロジェクト終了時にはすべてのパイロット県で

教室レベルでの授業実践の改善が確認された。本プロジェクトはその成果を全国 13 州 45 県に

普及すべく、国民教育・識字省（以下「MENA）」）より要請されたものである。 

 

１－２ 協力内容 

本事業は、ブルキナファソの全国公立小学校教員に学習者中心の理数科授業の実施方法を普

及することにより授業の質を改善するものである。具体的には、フェーズ 1 パイロット県以外

の県において中央・地方研修を実施するとともに、全国において教員へのモニタリング・技術

支援体制を強化する。また、パイロット県において研修コンテンツ作成メカニズムを構築し、

先方政府が全国で自立的に活動を継続する体制づくりへの支援を行う。そして、これらの活動

により、GAP などの現職教員研修制度を強化し、初等教育理数科における学習者中心の授業の

全国普及を図り、授業の質改善に貢献することとしていた。しかし、MENA の政策変更により

GAP 研修制度が廃止され、年 1 回の短期集中型の研修（5 日間）に変更された。これを受けて、

プロジェクトでは、中間レビューを通じ、協力内容の見直しを行った。具体的には、毎年実施

される学年別の教員研修の機会を通じ、引き続き ASEI-PDSI をテーマとして現職教員研修を実

施

4
するとともに、理数科学習指導案の作成・配布を通じた授業改善を図ることとした。 

 

（1）スーパーゴール：全国の公立小学校児童の理数科学力が改善される。 

 

（2）上位目標：全国の公立小学校児童の理数科の学習の質が改善される。 

 

（3）プロジェクト目標：全国公立小学校教員の授業実践が改善される。 

 

（4）成 果 

成果 1：学習者中心アプローチに基づく有用な理数科指導案集が開発される。 

成果 2：理数科における学習者中心アプローチに関する視学官及び教員の能力が強化される。 

成果 3：学習者中心アプローチに基づく授業実践の情報収集・分析を行う体制が整備される。 

 

 

 

                                                        
2 JICAの支援によるケニア「中等理数科教育強化計画（SMASSE）プロジェクト」（1998年7月～2003年6月）で開発されたActivity

（活動）、Student-centered（学習者中心）、Experiment（体験、実験）、Improvement（創意工夫）、Plan（計画）-Do（実践）-See

（評価）-Improvement（改善）のサイクルを重視した授業改善スローガン。 
3 国民教育・識字省（Ministère de l’Éducation Nationale et de l’Alphabétisation：MENA）基礎教育総局（Direction Général de 

l’Éducation de Base：DGEB）が管轄している教員同士の自主的な講習会。 
4 MENAにより、全45県の全教員及び全校長を対象としたASEI-PDSIに関する研修セッションが2015年2月23～28日に実施され

た。 
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（5）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 2 億 2,562 万円 

長期専門家派遣 2 名 機材供与 671 万円 

短期専門家派遣 5 名 ローカルコスト負担 1 億 1,543 万円 

研修員受入れ（本邦） 長期：0 名、短期：23 名 

（第三国） 計 10 名 

相手国側： 

カウンターパート配置 25 名 ローカルコスト負担 7,714 万円 

その他（モニタリング評価活動費用、研修参加者の日当・交通費等） 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長/総括 村田 敏雄 JICA 人間開発部 国際協力専門員（教育） 

協力企画 望月 裕司 JICA 人間開発部基礎教育第二チーム 調査役 

評価分析 山口 豊 有限会社クランベリー 

調査期間 2015 年 4 月 6 日〜2015 年 4 月 23 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成 果 

成果 1：学習者中心アプローチに基づく有用な理数科指導案集が開発される。：達成された 

指標 1-a：全授業を網羅する指導案集が作成される。 

指標 1-b：70％以上の教員が、プロジェクトが作成する指導案の内容に満足している。 

成果 1 は、ブルキナファソ側の積極的な指導案作成への関与により達成された。 

小学校全 6 学年の理数科授業を網羅する指導案集が、プロジェクトの中央研修講師及び

ボランティア教員によって 2014 年 12 月までに作成を終えた。日本側からは理数科教育指

導の長期専門家に加えて、理数科指導案作成補助のための短期専門家が技術指導にあたり、

質の向上に努めた。 

先のサンプリング調査では、指導案を配布した教員の 80.2％が指導案の内容に満足して

いる旨の回答をしている。指導案は教員の授業準備の負担を軽減すると同時に、教室での

学習者中心アプローチの実践を促進するように工夫した内容となっている。 

 

成果 2：理数科における学習者中心アプローチに関する視学官及び教員の能力が強化され

る。：達成された 

指標 2-a：90％以上の視学官及び教員が、理数科における学習者中心アプローチに関する研

修を修了している。 

指標 2-b：理数科における学習者中心アプローチに関する研修を通じて、視学官及び教員の

理解度を測るテストの正解率が上昇する。 

成果 2 は、プロジェクトの協力による指導員研修と、それを受けて MENA によって実施

された全国規模の教員・校長研修の実施により達成された。 

プロジェクトは視学官、初等教員養成校（École Nationale des Enseignants du Primaire：

ENEP）教官、クドゥグ大学高等師範学校（École Normale Supérieure de l'Université de 
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Koudougou：ENS-UK）教官及び卒業生等の 97.3％に対して研修を実施し、学習者中心アプ

ローチの指導員を養成すると同時に、校長・教員研修実施のための準備を行った。これを

受けて MENA は 2015 年 2 月に全国規模の研修を行い、全国の公立小学校の校長・教員の

99％以上が ASEI-PDSI アプローチの研修を受講した。 

また、プロジェクトでは、これらの研修の実施に際し、視学官及び教員の学習者中心ア

プローチの研修内容の理解度を測るサンプル調査を行った結果、テストの正解率の上昇が

確認された。 

 

成果 3：学習者中心アプローチに基づく授業実践の情報収集・分析を行う体制が整備され

る。：達成見込みは不明（測定せず） 

成果 3-a：基礎教育管区（Circonscription d’Éducation de Base：CEB）視学官の 50％以上が学

習者中心アプローチに関するモニタリング・技術支援を行う。 

成果 3-b：教育・研修改革研究総局（Direction Général de l’Institut de la Réforme de l’Education 

et de la Formation：DGIREF）が、学習者中心アプローチに関するモニタリング結

果と好例に関する情報収集・分析を本来業務とする。 

成果 3-c：教育・研修改革研究総局（DGIREF）内の一課がプロジェクト活動を引き継ぎ、

同活動の継続実施に必要な予算が 2015 年度より DGIREF の経常予算として確保

される。 

成果 3 は、2014 年 10 月に生じた政変の影響により、MENA 内での部局再編や各局への

予算付けの過程にあたることから、達成見込みは不明である。 

モニタリング調査結果の収集、そのために必要な書類の印刷・配布は DGEB が通常業務

の一環として担当する予定である。モニタリング結果と好例の分析は、DGIREF が通常業務

の一環として実施する予定である。DGIREF は、研修内容の質を確保するために必要な予算

措置を行う。DGIREF による予算付けは確認できていないため、引き続き動向を注視する。 

プロジェクトの活動継続のための、業務の引き継ぎが残りのプロジェクト実施期間中に

予定されている。具体的には、授業評価に関する情報収集及び取りまとめは、既存の CEB

報告書収集の仕組みを活用して継続予定であり、DGEB が引き継ぐ予定である。 

なお、2014 年 10 月下旬に現地にて生じた政変の影響により、MENA による全国研修の

実施及び指導案配布に遅れが生じたため、基礎教育管区（CEB）の視学官によるモニタリ

ング・技術支援実施に遅れがみられる。 

 

（2）プロジェクト目標 

全国公立小学校教員の授業実践が改善される。：達成見込み 

指標：研修済み 13 県の理数科授業において 

a. 教員の 90％以上が、指導案を活用して理数科授業を実践する。 

b. 教員の 70％以上が、授業評価ツールの 7.4 において、評価 3 以上を達成する。 

c. 教員の 70％以上が、学習観察ツールの 3.3 において、評価 3 以上を達成する。 

* 授業評価・学習観察ツールのスケールは 1～4（4 が最も良い）である。 

* 授業評価ツールの 7.4 の評価 3 は「授業計画を 90％順守した」となっている。 

* 学習観察ツールの 3.3 の評価 3 は「児童の 80％が、説明された活動目的・方法に沿って、



 

v 

正確に学習活動を行っている」となっている。 

プロジェクトが実施した調査結果に教員の授業実践に係る改善がみられ、プロジェクト

目標の達成が見込まれる。 

プロジェクトが実施したエンドライン調査では、算数においては 85.2％、理科において

は 86.5％の教員の授業評価ツール 7.4（授業計画の順守）の達成（評価 3 以上）が観察され

た。 

また、算数ではわずかに及ばなかった（65.1％）ものの、理科において 73.5％の教員が学

習観察ツール 3.3（教員の指示に沿った児童の学習活動）の実践を達成（評価 3 以上）した。

さらに、プロジェクトが実施したモニタリング調査では、教員の授業評価ツールの総合的

な評価において、プロジェクト実施期間中の教員による理数科授業実践の改善が観察され

た。MENA による指導案の配布が遅れたために、指導案を活用した理数科授業実践に係る

全国規模の調査は実施できなかった。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

・ プロジェクトはブルキナファソ政府の教育分野の開発政策である「基礎教育開発戦略

プログラム（PDSEB）2012-2021」の内容に合致している。PDSEB は、教育の質の向上

を優先プログラムの一つとして掲げており、その手段として教員養成と現職教員研修

を掲げている。 

・ プロジェクトはターゲットグループのニーズと一致している。現職教員の多くは研修

機会が不足しており、また新任教員の急速な増加により、研修ニーズがさらに高まっ

ている。 

・ 対ブルキナファソ国別援助方針（2012 年 12 月）において、「成長の加速化と人的資本

の強化」を基本方針（大目標）として掲げている。このうち、人的資本の強化におい

て、「教育の質の向上」が重点分野とされており、本プロジェクトはこれら方針に合致

する。また、「対ブルキナファソ事業展開計画」（2014 年 4 月）では、教育の質改善プ

ログラムの援助の一つとして位置づけられている。 

・ プロジェクトは第 5 回アフリカ開発会議（Tokyo International Conference on African 

Development：TICAD V）で合意された「横浜宣言 2013」に基づく行動計画の重点分野

の一つである、「科学・技術・工学・数学分野の指導と学習の強化」のための活動と一

致する。 

 

（2）有効性：中程度 

・ プロジェクトによるモニタリング調査結果により、初等理数科における教員の学習者

中心アプローチによる授業実践の改善が確認されている。またエンドライン調査では、

プロジェクトが作成した理数科指導案活用による授業改善も観察された。 

・ MENA は 2015 年 2 月に、プロジェクトの推進する学習者中心アプローチに係る研修を

実施し、ほぼすべての小学校校長及び教員が受講した。プロジェクトによる同全国研

修実施のための準備活動は効果的であり、97％以上の視学官等を訓練し、MENA によ

る全国研修実施に大きく貢献した。 
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・ プロジェクトは、中央研修講師と教員の協力を得て、初等理数科 6 学年の全指導案を

作成した。MENA はこれら指導案を全公立小学校へ配布するための準備作業を進めて

おり、配布完了後には、さらにブルキナファソにおける学習者中心アプローチの拡大

に貢献することが期待される。 

・ ブルキナファソ側の教員研修制度の改編により活動の計画に遅れがみられたため、プ

ロジェクトは 2013 年 12 月に活動計画の見直しを行い、基礎教育管区（CEB）による

研修実施に対応するための調整を行った。その後、プロジェクトは予定されていた活

動を実施しており、全国の公立小学校教員の授業実践の改善に貢献している。今後、

MENA によって理数科指導案の印刷が行われ、教員に配布されることが期待される。 

 

（3）効率性：高い 

・ 2014～2015 年にプロジェクトが実施した 2 段階カスケード方式による校長・教員研修

は、従来の教員分科会（GAP）を通した方式よりも、さらに効率的に研修を実施する

ことが可能であった。同研修の実施に対する良好な評価は、調査期間中に多様なレベ

ルのプロジェクト関係者から得ることができた。 

・ 主にブルキナファソの教員研修制度の改編による、全国規模の校長・教員研修の実施

の遅れは、研修後のプロジェクトによるモニタリング調査実施に遅れをもたらした。 

・ プロジェクトが作成した視聴覚教材は、学習者中心アプローチによる授業実践方法を

教員に効率的に、また明確に伝えることに役立った。プロジェクトは ASEI-PDSI 授業

の例等を記録した DVD 教材を全国の視学官に配布し現職教員研修での利用を促進し、

また、同教材は ENEP でも活用されている。こうしたデジタル教材は、IT 技術の普及

に伴い、今後一層の活用が期待できる。 

・ プロジェクトは、ブルキナファソの小学校に派遣された青年海外協力隊員とも協調し

て、ブルキナファソの現状に合った、学習者中心アプローチの実践に役立つ理数科教

材の開発に協力した。 

・ アウトプットの算出、アウトカムの発現のため、専門家（長期、短期）及び機材等の

投入は、必要なタイミングで適切に実施された。 

 

（4）インパクト：中程度 

・ プロジェクトが推進する学習者中心アプローチ（ASEI-PDSI）は、2015 年 3 月の MENA

の基礎教育カリキュラム方針枠組み文書（Cadre d’Orientation du Curriculum：COC）に

取り入れられ、カリキュラム改訂のための統合的教育アプローチ（API）に資するアプ

ローチの一つとして採用された。 

・ 学習者中心アプローチは、ENEP の教員養成課程に取り入れられつつある。例えば ENEP

ルンビラ校では、2014－2015 年の学年に同アプローチの訓練を生徒に対して実施した。 

・ クドゥグ大学高等師範学校（ENS-UK）の校長・教育指導主事・視学官養成課程におい

ても、2015 年 7 月に学習者中心アプローチの研修実施が計画されている。 

・ 2015 年 2 月に実施された校長・教員研修には、公立校だけでなく、多くの私立の小学

校の教員も自主的に参加した。一部の私立校はその教員に対し、同研修参加のための

研修費用を補助し、参加を促進した。 
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・ MENA は、公立校の教員の一部が私立の教員養成校（École Privé de Formation des 

Enseignants du Primaire：EPFEP）からも採用されている状況にかんがみ、学習者中心ア

プローチの導入を、公立教員養成校である ENEP のみでなく、EPFEP に対しても促進

していくことを検討している。 

・ 2015 年 3 月のエンドライン調査において、児童の理数科の学習の質により良い結果が

みられ、今後、上位目標の達成も期待される。 

 

（5）持続性：高い 

・ PDSEB は、ブルキナファソの基礎教育分野の長期的な開発政策として継続する見込み

であり、そのなかでカリキュラム改訂は中心的プログラムの一つとなっている。プロ

ジェクトの推進する ASEI-PDSI はカリキュラム改訂に参考となる教育アプローチの一

つとして採用されたため、政策面での持続性が確保された。 

・ 学習者中心アプローチの研修は、ENEP による教員養成課程での研修実施によって継続

されている。ENEP では、プロジェクトによって訓練された教官とプロジェクトの開発

した教材が、ENEP の設備の中で活用され、効率的、かつ継続的な研修実施が可能とな

っている。 

・ 「研修セッション」や「教授法会議」の枠組みによる現職教員研修の今後の実施は、

ブルキナファソ政府の厳しい財政事情等の影響を受ける可能性が高い。DGIREF が研修

実施のための予算を確保する必要がある。 

・ プロジェクトで養成された中央研修講師は、研修・モニタリング調査・教員指導・指

導案作成などの面で、既に高い能力を有している。他方で、教員が学習者中心の授業

を実践するためには、MENA による視学官や校長に対する継続的な能力強化が必要と

みられる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

・ プロジェクトは、GAP 停止による研修制度の変更に対処するために、活動計画の調整

を行い、計画調整後は活動をほぼ予定どおり実施した。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・ MENA は高いオーナーシップにより、遅れが生じたものの、大規模な全国研修を 2015

年 2 月に実施し、全国の公立小学校の校長及び教員に対する学習者中心アプローチの

研修を行った。 

・ プロジェクトチームと中央研修講師は、研修実施・指導案作成・モニタリング調査な

どのプロジェクト活動の推進に積極的に貢献した。 

・ プロジェクトによる、ENEP の教官に対する研修実施及び研修教材の提供は、ENEP に

よる教員養成課程での学習者中心アプローチの導入を促進し、研修拡大と継続に貢献

した。 
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３－４ 効果発現を阻害した要因 

（1）計画内容に関すること 

・ CEB の視学官による、校長・教員への指導体制が十分でなく、CEB は教員による学習

者中心アプローチの実践促進のための指導をスムーズに実施することが困難であっ

た。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・ MENA による校長・教員研修の実施と指導案配布の遅れは、プロジェクトによるモニ

タリング調査活動に遅れを生じさせた。 

 

３－５ 結 論 

プロジェクトは、学習者中心アプローチ推進のための研修を、ほぼすべての公立小学校の校

長・教員に対して実施し、さらに初等理数科 6 学年の指導案を同アプローチに基づき作成した

ことにより、教員の授業実践の改善に貢献しており、プロジェクト目標を達成しつつある。 

当初計画を超え、プロジェクトの研修は ENEP、ENS-UK、私立小学校、私立の教員養成校に

拡大する傾向をみせている。またプロジェクトが推進する学習者中心アプローチは、MENA の

基礎教育カリキュラム方針枠組み文書（COC）に取り入れられ、カリキュラム改訂に影響を与

えるインパクトを生じた。ENEP での研修実施及びカリキュラムへの導入は、プロジェクトの学

習者中心アプローチの持続性を高めることに貢献している。プロジェクト実施期間中には、現

職教員制度の改編があり、また MENA による活動の遅れがあったものの、プロジェクトはほぼ

予定の活動を終えて終了する見込みである。 

 

３－６ 提 言 

（1）MENA は、プロジェクトの活動を通じて養成された中央研修講師等の経験を有する有能

な人材を、学習者中心の教育促進のために積極的に活用することが適当と思われる。 

 

（2）MENA は作成した指導案の活用を促進するために、指導案を全国の小学校に配布し、さ

らに MENA のホームページに掲載することが望ましい。 

 

（3）JICA は学習者中心アプローチによる教員の授業実践及び児童の教室での学習の改善を測

定するために、プロジェクトの有効性の検証のため 3 年後に事後評価を実施し、その結果

を踏まえ MENA は必要に応じて成果品の改善等を行うことが望ましい。 

 

（4）実施可能、かつ継続可能な教員研修メカニズムを構築するために、将来的に MENA は、

授業研究、ICT を活用した教育、遠隔教育などの教員研修のメカニズムを検討することが望

ましい。 

 

３－７ 教 訓 

（1）JICA は、プロジェクトの準備段階において、研修制度及び教育現場の状況につき、さら

に十分な調査を行うことで、プロジェクトの一層スムーズな実施の支援を行うことが可能



 

ix 

であったと考えられる。 

 

（2）案件形成時点で、円滑なプロジェクト運営のために、双方でより適切なコストシェアリ

ングを設定することが望ましい。 

 

（3）プロジェクトは教育の質の向上などの中心的な教育政策を具現化することで、相手国政

府の高いオーナーシップを維持することができる。また、その実践により教室レベルの改

善に貢献することが可能である。 
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Summary of Final Evaluation 

1. Outline of the Project 

Country：：：：Burkina Faso 

 

Project Title：：：：Project of Teachers Training Improvement in 

Science and Mathematics at the Primary Level Phase II 

（SMASE–Burkina Faso II）  

Issue/Sector：：：：Basic Education Cooperation Scheme：：：：Technical Cooperation 

Division in charge：：：：Basic Education 

Division 2, JICA Human Development 

Department 

Total Cost：：：：225,622,000YEN （at the time of the Terminal 

Evaluation） 

Period of 

Cooperation 

（R/D）：November 9th, 

2011 

3 years and 10 months  

December 2011  

- September 2015 

Partner Country’s Implementing Organization：：：： 

Ministry of Basic Education and Literacy （MENA） 

Japanese Cooperation Organization：N/A 

Related 

Cooperation： 

- Grant Aid/Grant Aid for Community Empowerment on “Construction of primary schools 

（Phase I～V） ”, Grant Aid for Community Empowerment on “Construction of 

National school for Primary Teacher of Dori” 

- Grant Aid/Grant Aid for General Projects on Construction of National School for 

Primary Teacher of Kaya” 

- Technical Cooperation on “School Management Committee Support Project” 

（November 2009  - March 2014） and “School Management Committee Support 

Project Phase II” （May 2014 -  April 2017） 

- Individual expert “Policy Advisor” （Education） （2014 - 2016） 

- Japan Overseas Cooperation Volunteers （JOCV） “Primary School Teachers” 

1-1 Background of the Project 

 The Government of Burkina Faso formulated “10-Year Basic Education Development Plan （PDDEB） 

in 2002. In its Phase I （2002-2007） the Government made efforts to carry out the plan focusing on the 

“quantitative improvements in education” and in its Phase II （2008-2010） it focused on “qualitative 

improvements in education”. The net enrollment rate in primary education improved from 38.2% in 2002 

to 62.2 % in 2010, mainly thanks to the introduction of gratuitous primary education system in 2007. 

 However, qualitative improvements in education have not been achieved sufficiently. For example the 

primary education completion rate has not yet reached fifty percent in 2012. Then the Government of 

Burkina Faso prepared the Development Strategy Programme of Basic Education （PDSEB） for a period 

of ten years beginning form 2012 and ending 2021, which contains 5 programs
1
 including those for 

“Increased access to formal basic education” and “Improvement in quality of formal basic education”. In 

places of education, there is strong demand for in-service education and training （INSET） to enable 

                                                        
1
 In addition to the 2 programs mentioned in the above, 3 programs are included in the Development Strategy Programme of 

Basic Education（PDSEB）2012-2021 They are namely programs for “Development of non-formal education”, “Administration 

of formal and non-formal basic education sector” and “Effective and efficient management of PDSEB”. 
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teachers to practice more learner-centered approach. The demand for INSET exists, because many 

teachers do not pay much attention to the level of understanding of students in classrooms, while they 

teach merely by writing on the chalkboard and place emphasis on memorization. 

 Under such circumstances, JICA executed “Project of Teacher Training Improvement in Science and 

Mathematics at the Primary Level （SMASE – Burkina Faso）”, hereinafter referred to as “the phase 1 

project”, for 3 years from January 2008. The phase 1 project aimed to extend practices of 

learner-centered approach in science and mathematics classrooms with ASEI-PDSI
2
, practical ways to 

implement the practices, in the four provinces of Kadiogo, Oubritenga, Sanmatenga, and Tuy. It intended 

establishment of training structure, development of training contents, training of trainers, provision of 

training for teachers, and strengthening of monitoring by local education officers, making good use of 

pedagogic facilitation groups （GAP）
3
 and monitoring by inspectors. The Terminal evaluation of the 

phase 1 project confirmed improvements in teaching practices in classrooms in all the pilot provinces 

mentioned above. In order to extend the results produced by the phase 1 project to the 45 provinces in the 

13 regions of Burkina Faso, the Project was requested by the Ministry of Basic Education and Literacy, 

hereinafter referred to as “MENA”. 

 

1-2 Project Outline 

 The Project aims at improving the quality of science and mathematics classes by extending 

learner-centered approach to teachers of the public elementary schools in Burkina Faso. More 

specifically, the Project implements national and provincial training for the provinces other than the 

target provinces of the phase 1 project, and strengthens monitoring and technical assistance for the 

teachers in whole the country. The Project also intends to establish a mechanism producing training 

contents in the target provinces and to support the Government in establishing a system to continue the 

activities by itself. With these activities, the existing INSET system including GAP was expected to be 

reinforced and it was hoped that science and mathematics classes with learner-centered approach would 

expand to the whole country, contributing to the improvements in the quality of the classes. However, 

MENA changed its policy suspending GAP INSET system and decided to adopt 5 day short-term 

intensive training sessions once a year instead. In order to adapt to this policy change, the Project 

adjusted cooperation activities during its Mid-term review. In particular, the Project decided to continue 

providing INSET on ASEI-PDSI through the training sessions which are to be implemented annually 

according to school years and intend to improve teachers’ pedagogical practices with the development 

and the distribution lesson plans in science and mathematics.
4
 

 

                                                        
2
 An aabbreviation for the teaching approaches developed by the Project for Strengthening of Mathematics and Science in Secondary 

Education in Kenya from July 1998 to June 2003, which was supported by JICA. ASEI-PDSI stands for the teaching approaches 

（Activity, Student-centered, Experiment and Improvisation） which place emphasis on a cycle for improvements （Plan, Do, See and 

Improve）. 
3
 Seminars organized voluntarily by the teachers themselves under the control of the General Directorate of Basic Education （DGEB） 

of MENA. 
4
 MENA implemented training sessions on ASEI-PDSI for all the directors and teachers of public primary schools of the 45 provinces 

during the days from 23rd to 28th February, 2015. 
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（1） Super Goal 

  Students’ achievement in science and mathematics is improved in all public primary schools in 

Burkina Faso. 

（2） Overall Goal 

 Students’ learning in science and mathematics classes is improved in all public primary schools in 

Burkina Faso. 

（3） Project Purpose 

Teachers’ pedagogical practices of the learner-centered approach in science and mathematics are 

improved through continuous teacher training. 

（4） Outputs 

Output 1：The lesson plans based on the learner-centered approach in science and mathematics are 

developed. 

Output 2：The capacities of inspectors / pedagogical advisors and teachers are improved with regard to 

the learner-centered approach in science and mathematics.  

Output 3：The system for collecting and analyzing information on practices of the learner-centered 

approach is reinforced.  

（5） Inputs （at the time of the Terminal Evaluation） 

Japanese Side：Total （as of the Terminal evaluation） 225.62 million JPY 

- Long Term Experts：2, Short Term Experts：5 

- Training opportunities：23 short-term trainees in Japan and 10 third-country trainees 

- Provision of equipment and materials：6.71 million JPY 

- Local costs：115.43 million JPY 

Burkina Faso Side 

- Counterpart personnel assigned to the Project：25 

- Local costs：77.14 million JPY 

- Others （Costs for monitoring and evaluation, allowance and transportation fee for training participants 

etc.） 

2. Final Evaluation Team 

Members of 

the team 

MURATA Toshio 

MOCHIZUKI Hiroshi 

 

YAMAGUCHI 

Yutaka 

Leader 

Cooperation and 

coordination 

Evaluation and 

analysis 

Senior Advisor in education, JICA 

Assistant Director Basic, Education 

Division II, Human Development Dept. JICA 

General Manager, Cranberry, Inc. 

Period of 

Evaluation 

 

April 6, 2015 – April 23, 2015 Type of Evaluation：Terminal Evaluation 
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3. Overview of Evaluation Results 

3-1. Project Performance 

（（（（1）））） Outputs 

Output 1：The lesson plans based on the learner-centered approach in science and mathematics are 

developed.：Achieved 

Indicator 1-a：The lesson plans that cover all lessons of science and mathematics are developed. 

Indicator 1-b：More than 70 % of teachers are satisfied with the contents of the lesson plans developed by 

the Project. 

 Output 1 was achieved thanks to active participation by Burkina Faso side in the development process of 

lesson plans.  

All the lessons plans by National Trainer and volunteer teacher were developed for science and 

mathematics of 6 grades in primary school level by December 2014. For the purpose of enhancing their 

quality, a short-term expert was dispatched from the Japanese side for the development of science and 

mathematics lesson plans in addition to a long-term expert in science and mathematics education. 

80.2% of teachers who had utilized the lesson plans, declared satisfaction with the contents of the lesson 

plans in a questionnaire survey. The contents of the lesson plans were designed to promote teachers’ 

implementation of the learner-centered approach in classrooms, reducing their burden of preparation for 

the class. 

 

Output 2：The capacities of inspectors / pedagogical advisors and teachers are improved with regard to the 

learner-centered approach in science and mathematics.：Achieved 

Indicator 2-a：More than 90 % of inspectors / pedagogical advisors and teachers are trained with regard to 

the learner-centered approach. 

Indicator 2-b：The score of post-test in the continuous teacher training on the learner-centered approach is 

improved in comparison with that of pre-test. 

 Output 2 was achieved with the trainers’ training implemented by the Project and national training 

sessions conducted by MENA for directors and teachers. The Project trained 97.3% of the pedagogical 

advisors, inspectors, instructors of ENEP （Ecole Normale de l’Enseignement Primaire） and ENS-UK 

（Ecole Normale Supérieure de l'Université de Koudougou） and graduates of those schools to create 

trainers of the learner-centered approach, preparing for the training sessions for directors and teachers. 

More than 99% of the school teachers and directors of public primary schools were trained on ASEI-PDSI 

approach in the national training sessions conducted by MENA in February 2015. Sampling tests were 

implemented to measure the degree of understanding by inspectors and teachers on the learner-centered 

approach. The score of post-test was improved compared with that of pre-test implemented during the 

training sessions. 

 

Output 3：The system for collecting and analyzing information on practices of the learner-centered 

approach is reinforced.：Unmeasured 

Indicator 3-a：More than 50 % of inspectors / pedagogical advisors carry out monitoring on practices of 
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the learner-centered approach, and provide technical support. 

Indicator 3-b：Collecting and analyzing information on the monitoring results and good practices of the 

learner-centered approach become routine services in DGIREF. 

Indicator 3-c：The funds necessary for continuously enhancing teacher professional development on the 

learner-centered approach are incorporated in the regular budget of DGIREF from the fiscal 

year 2015. 

 Because of the impact of political change that occured in October 2014 and under the process of 

budgeting to each department and reorganization in MENA, achievement of the output 3 was unknown. 

General Department of Basis Education （DGEB） is in charge of collecting information, printing and 

distributing necessary documents, which is a part of its routine services. Analysis of monitoring results 

and good practices will be in charge of General Department of Institute of Education and Training 

Reform （DGIREF）. DGIREF will be in charge of preparing necessary funds for securing the quality of 

training contents. Since the budgeting by DGIREF is not confirmed, the monitoring would be continued. 

In the rest of the project period, activities are planned for the preparation of continuous operation of 

some project activites. Specifically, the information collected and compiled on the teaching evaluation 

will be continued by utilizing the mechanism of existing CEB report collection, and DGEB will be took 

over them. 

Delays were produced in carrying out monitoring and technical advising services by inspectors and 

pedagogical advisors of CEB, because of a delay caused by political change in Burkina Faso, occured in 

late of October 2014, in the implementation of the national training sessions by MENA and in the 

distribution of lesson plans. 

 

（（（（2）））） Project Purpose  

Project Purpose：Teachers’ pedagogical practices of the learner-centered approach in science and 

mathematics are improved through continuous teacher training.：Expected to be achieved 

Indicator ：In science and mathematics lessons in 13 trained provinces ： 

a. More than 90 % of teachers practice the learner-centered approach according to the lesson plans. 

b. More than 70 % of teachers obtain the score of 3 or 4 concerning the item number 7.4 in the monitoring 

/ evaluation tool.  

c. More than 70 % of teachers obtain the score of 3 or 4 concerning the item number 3.3 （for students） 

in the monitoring / evaluation tool. 

 The project purpose is expected to be achieved, having observed improvement in teachers’ pedagogical 

practices of the learner-centered approach in classrooms.  

In mathematics, 85.2% and in science 86.5% of the teachers obtained successful socores （3 or 4） in the 

assessment of the lesson with regard to respect of lesson plan, concerning the item number 7.4 in the 

monitoring / evaluation tool in the end-line survey conducted by the Project. 

In addition, in science, 73.5% of teachers obtained successful scores （3 or 4）, although in mathematics 

slightly lower scores （65.1%） than the target （70%） were obtained by teachers with regard to students’ 

proper performance according to the teacher’s instruction, concerning the item number 3.3 for students in 

the tool. Furthermore, comparing more comprehensive baseline and end-line surveys, a gradually 
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improving tendency in teachers’ pedagogical practices was noted, in the results of monitoring and 

evaluation tool of teachers’ pedagogical practices in Science and mathematics. As to teachers’ practice of 

the learner-centered approach according to the lesson plans, national-level surveys could not be 

conducted, because of the dalay in the distribution of lesson plans by MENA. 

 

3-2 Summary of Evaluation Results 

（（（（1）））） Relevance：：：：High 

- The Project is in line with the “Program for Strategic Development of Basic Education （PDSEB） 

2012-2021” one of the priority programmes of PDSEB is for improvement in the quality of formal basic 

education. PRESET and INSET are indicated as means for the improvement. 

- The project meets the target group’s needs. There are strong needs of INSET for primary school teachers, 

which became more serious with the rapidly increasing number of teachers newly incorporated in each 

year and have not enough opportunities for training. 

- The Project is in line with the Japanese Government’s Country Assistance Policy for Burkina Faso in 

December 2012. It is indicated in the Rolling Plan dated April 2014. This project meets its policy, which 

is indicated the acceleration of growth and strengthening of human capital. The Project belongs to a 

priority area of “Improvement of education quality” of the plan. 

- The project is in accordance with the “Yokohama Declaration 2013” agreed upon by the participants of 

the “Tokyo International Conference on African Development （TICAD） V”. Strengthening teaching 

and learning of science, technology, engineering and mathematics is one of the focus areas of TICAD V. 

 

 （（（（2）））） Effectiveness：：：：Medium 

- Improvement in teachers’ pedagogical practices was observed using learner-centered approach in science 

and mathematics lessons at the primary school level, through the results of monitoring and evaluation 

conducted by the Project. Positive difference was also observed for teachers provided with lesson plans 

compared with those not provided, in the end-line survey. 

- MENA conducted training sessions in February 2015, and almost all the school teachers and directors of 

public primary schools were trained on ASEI-PDSI approach. Project activities for the preparation of the 

nation-wide training sessions functioned well. More than 97% of the pedagogical advisors and inspectors 

were trained by the Project, which contributed substantially to the realization of the national training 

sessions by MENA. 

- The Project developed all the lessons plans for science and mathematics of 6 grades in primary school 

level working together with national trainers and some collaborative teachers. MENA is in the process of 

the preparation for distributing the lesson plans to all the public primary schools, which is expected to 

contribute to further improvement in teachers’ practice of ASEI-PDSI approach in class. 

- The Project plan was reviewed in December 2013 to cope with the delay in activities produced by a 

change in INSET system. Adjustments were made to implement CEB based training sessions. After the 

adjustments, the Project have implemented planned activities, contributing to improvement in teachers’ 

pedagogical practices in public primary schools, and is expected to achieve the Project Purpose. In the 

future, printing of science and mathematics teaching plan made by MENA will be expected to be 
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disributed to teachers. 

 

（（（（3）））） Efficiency：：：：High 

- The training sessions for directors and teachers with a two-stage cascade training system in the school 

year 2014-15 were conducted more efficiently than the prior training system that had used GAP. On this 

issue, positive comments were made by all the levels of stakeholders of the training, throughout the 

evaluation interviews. 

- Implementation of training for directors and teachers was delayed mainly because of a change in INSET 

system, which reduced time for monitoring and evaluation on ASEI-PDSI implementation in class after 

training during the project period.  

- Use of visual presentation materials produced by the Project efficiently contributed to better 

understanding on implementation of ASEI-PDSI approach in class rooms. The Project provided all the 

inspectors and pedagogical advisors with the DVD didactic materials with examples of ASEI-PDSI class 

and good practices, promoting its use in INSET. The digital didactic materials are also utilized in ENEP. 

The digital contents can be used even more widely and effectively, with the extension of IT technologies. 

- The Project coordinated with the members of JOCV sent to public primary schools. They especially 

contributed to the Project collaborating in the development of didactic materials for the application of 

ASEI-PDSI approaches adapted to Burkinabe reality. 

- For the output and outcome, experts （long-term, short-term） and equipments have been properly carried 

out in the required timing. 

 

（（（（4）））） Impact：：：：Medium 

- ASEI-PDSI approach promoted by the Project is included in the Guideline for Curriculum for Basic 

Education （COC） of March 2015 as one of the approaches that contribute to enrich Integrated 

Pedagogical Approach （API） for the reform of curriculum. 

- ASEI-PDSI approach has begun to be introduced in the PRESET training in ENEP. For example, ENEP 

Loumbila implemented training for all the students in 2014/15. 

- ASEI-PDSI approach will be introduced to training for candidates for school directors, pedagogic 

advisors and inspectors in ENS-UK in school year 2014- 2015.  

- Many private primary schools’ teachers voluntarily participated in the training sessions for directors and 

teachers, which was implemented by MENA in February 2015. Some private schools provided their 

teachers with allowance for the participation in the training session to promote their participation. 

- MENA is examining the possibility of giving ASEI-PDSI training to trainers of private teacher training 

schools （EPFEP）, since a part of teachers recruited for public schools are also graduates from EPFEP. 

- In the endline survey in March 2015, achievement of the super goal will be expected by the result of 

Mathematics and Science which were improved. 

 

 （（（（5）））） Sustainability：：：：High 

- PDSEB continues to be a long-term development policy for basic education of MENA. Curriculum 

reform is an important measure to improve quality in basic education in PDSEB. Sustainability in policy 
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aspect is assured, as ASEI-PDSI approach is adopted as one of the components of pedagogic ideas of API 

to reform curriculum. 

- Continuation of training on ASEI-PDSI approach is assured by ENEPs in their implementation of 

PRESET. With their trainers trained by the Project and their own infrastructure, ENEPs can provide 

training for the approach efficiently and continuously, utilizing didactic materials developed by the 

Project. 

- Implementation of the INSET by the framework of “training sessions” and “pedagogical conferences” 

will be influenced by the future financial conditions of Burkinabe government. DGEB is required to 

secure the budget for the implementation of the training. 

- The national trainers trained by the Project own sufficient competence for offering training and 

indispensable capacity for monitoring / evaluation and providing supporting advices to teachers including 

those for the production of lesson plans. Meanwhile, inspectors, academic advisors and school directors 

still seem to have necessity of continuous support to monitor and advise teachers effectively in their 

implementation of the learner-centered approach in class room. 

 

3-3. Factors promoting better sustainability and impact 

（1） Factors concerning Planning 

- The Project successfully adjusted its operation plan to cope with the INSET system changes caused by the 

suspension of GAP activities. After the adjustment, the activities ware implemented almost as planned by 

the Project. 

（2） Factors concerning the Implementation Process 

- MENA has high ownership of the Project and implemented a large-scale national training sessions on the   

learner-centered approach produced by the Project for public primary school directors and teachers in 

February 2015, although there were some delays in the implementation. 

- The Project team and the national trainers contributed substantially to the active implementation of the 

project activities for the training, production of lesson plans and monitoring/evaluation. 

- The Project offered training sessions and training materials to the ENEP instructors on ASEI-PDSI 

approach, which promoted the introduction of the approach in the PRESET of ENEP, contributing to the 

expansion and continuation of the execution of the training. 

 

3-4. Factors inhibiting better sustainability and impact 

（1） Factors concerning Planning 

- CEB system does not fully function for inspectors and pedagogic advisers to give pedagogic guidance to 

directors and teachers, and which made them difficult to guide teachers in the application of the 

learner-centered approach smoothly. 

（2） Factors concerning the Implementation Process 

- Time for monitoring and evaluation on ASEI-PDSI implementation in class was reduced and delayed, 

because of the delays produced in the implementation of directors’ and teachers’ training and in the 

distribution of the lesson plans by MENA. 
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3-5. Conclusion 

 The Project is in the process of achieving its project purpose, having conducted training sessions for 

almost all the public primary school directors and teachers on the learner-centered approach and 

contributed the improvement of teachers’ lesson practice by developing all the lesson plans in science and 

mathematics for the 6 grades of primary school based upon the approach. 

Training developed by the Project has a tendency to extend to ENEP, ENS-UK, EPFEP and private 

primary schools, which is more than expected by the initial plan. Another important impact is that the 

learner-centered approach promoted by the Project was adopted in the Guideline for Curriculum for Basic 

Education of MENA, having influence on the revision of curriculum. The adoption of the approach in the 

curriculum reform guideline, together with the introduction of the training by ENEP, will contribute 

substantially to the sustainability of the approach. Although both the change of the INSET’s policy and 

delays of the activities were occured, the Project is expected to finish with the almost all the principal 

planned activities completed. 

 

3-6. Recommendations 

（1） For the promotion of further implementation of learner-centered approach, MENA is expected to 

continue utilizing the experienced and capable human resources, such as national trainers, developed 

through the implementation of the Project. 

（2） MENA is expected to distribute lesson plans to all the public primary schools and to publish them 

also on the web site of the Ministry to improve the availability of the documents. 

（3） JICA is advised to conduct an ex-post evaluation of the effectiveness of the Project, measuring 

improvement on teachers’ pedagogical practices and students’ learning in the class with related to the 

learner-centered approach, 3 years after the end of the project period. Based upon the results of the 

ex-post evaluation, MENA is expected to take measures such as further improvements on the current 

Projects products, if necessary. 

（4） For the purpose of creating a feasible and sustainable training mechanism, MENA is expected to 

explore effective training mechanisms, such as lesson studies, ITC （information, technology and 

communication） in education and distance education in the future. 

 

3-7. Lessons Learned 

（1） JICA could have collaborated even more smoothly with the implementation of the Project, taking 

into account the training systems and the actual education situation more carefully at the preparatory 

stage. 

（2） It is desirable to search for a more preferable cost sharing mechanisms, at the stage of the project 

planning, for a further smooth implementation of a project. 

（3） The project by implementing a central educational policies such as improving the quality of 

education can maintain a high recipient governments ownership. Also, it is possible to contribute to the 

improvement of the classroom level by its practice. 
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第１章第１章第１章第１章    評価調査の概要評価調査の概要評価調査の概要評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ブルキナファソ政府は 2002 年に「基礎教育 10 カ年計画」（PDDEB）を策定し、フェーズ 1（2002

年～2007 年）では「教育の量的拡大」に、フェーズ 2（2008 年～2010 年）では「教育の質の改

善」に重点を置いて取り組んできた。特に 2007 年の初等教育無償化により、初等教育（1～6 年

生）の純就学率は 2002 年の 38.2％から 2010 年の 62.2％へと大幅に向上した。 

一方、教育の質においては、2012 年時点で初等教育の修了率が半分にも満たないなど依然とし

て課題を抱えており、ブルキナファソ政府は 2012 年から 2021 年の 10 年間を対象とした「基礎

教育戦略開発プログラム」（PDSEB）を策定し、基礎教育へのアクセス改善、基礎教育の質の改

善等、五つのプログラムに取り組んでいる。 

学校現場においては、多くの教員が生徒の理解度を考慮しない板書中心の暗記・詰め込み型授

業を行っており、生徒の理解度を考慮した学習者中心型の授業実践を行うことのできる教員を育

成するための現職教員研修（In-Service Education and Training：INSET）の改善が急務となってい

る。 

このような背景の下、JICA は 2008 年 1 月から 3 年間、「初等教育・理数科現職教員研修改善プ

ロジェクト（Project of Teachers Training Improvement in Science and Mathematics at the Primary Level、

以下「SMASE」）フェーズ 1（以下「フェーズ 1」）」を実施した。同プロジェクトでは、ブルキナ

ファソ国内 4 州 4 県（カディオゴ、ウブリテンガ、サンマテンガ、トゥイ）において、学習者中

心アプローチの具体的な実践方法である ASEI-PDSI の理数科授業を普及すべく、教員分科会（以

下「GAP」）、視学官のモニタリングを活用しつつ、研修実施体制の構築、研修コンテンツの開発、

研修講師の育成、教員研修の実施、地方教育行政官によるモニタリング強化に取り組んだ。プロ

ジェクト終了時にはすべてのパイロット県で教室レベルでの授業実践の改善が確認された。本プ

ロジェクトはその成果を全国 13 州 45 県に普及すべく、国民教育・識字省（以下「MENA」）よ

り要請されたものである。 

今般、3 年 9 カ月のプロジェクト終了を 2015 年 9 月に控え、これまでの事業実施による成果と

今後の課題を確認することを目的として、終了時評価調査を実施した。 

 

１－２ 調査団の構成 

本終了時評価調査は、日本側調査団メンバーとブルキナファソ側合同評価委員との合同評価に

より実施された。 

 

（1）日本側調査団メンバー 

団長/総括 村田 敏雄 JICA 人間開発部 国際協力専門員（教育） 

協力企画 望月 裕司 JICA 人間開発部基礎教育第二チーム 調査役 

評価分析 山口 豊 有限会社クランベリー 
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（2）ブルキナファソ側合同評価委員 

評価委員 Ms. ZIDA Mariam MENA 公 的 基 礎 教 育 開 発 局 （ Direction du 

Développement de l’Enseignement Primaire Public：

DDEPP）教育指導主事 

 

１－３ 調査日程 

現地調査は 2015 年 4 月 6 日から 23 日までの期間で実施された（詳細は「付属資料４．終了時

評価調査日程」を参照）。 

 

１－４ 主要面談者 

終了時評価調査の主要面談者の詳細は「付属資料５．主要面談者」を参照。 
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第２章第２章第２章第２章    プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要 

 

２－１ 基本計画 

プロジェクトの基本計画は以下のとおり。 

 

名 称 ブルキナファソ国 初等教育・理数科現職教員研修改善プロジェク

ト・フェーズ 2 

協力期間 2011 年 12 月～2015 年 9 月（3 年 9 カ月間） 

 

スーパーゴール 全国の公立小学校児童の理数科学力が改善される。 

上位目標 全国の公立小学校児童の理数科の学習の質が改善される。 

プロジェクト目標 全国公立小学校教員の授業実践が改善される。 

期待される成果 

（アウトプット） 

（1）学習者中心アプローチに基づく有用な理数科指導案集が開発さ

れる。 

（2）理数科における学習者中心アプローチに関する視学官及び教員

の能力が強化される。 

（3）学習者中心アプローチに基づく授業実践の情報収集・分析を行

う体制が整備される。 

 

協力機関 ブルキナファソ国 国民教育・識字省（MENA） 

 

対象地域 全 国 

ターゲットグループ 初等教育の視学官、校長、教員 

 

 

２－２ 実施体制 

プロジェクトは、ブルキナファソ側の実施責任者であるナショナル・コーディネーターをリー

ダーとし、専門職員 1 名ほか秘書等から成るプロジェクトチームに対し、中央研修講師及び日本

人専門家が協力して、ASEI-PDSI に基づく学習者中心授業の普及を目的とした研修内容を開発し、

教員研修のためのトレーナーズ・トレーニングを実施するものである（図－１のプロジェクトの

実施体制を参照）。 

MENA の基礎教育総局（DGEB）は、プロジェクトから研修内容の提供を受け、視学官を講師

とする校長・教員を対象とした現職教員研修（INSET）の実施を担う。プロジェクト開始当初は、

GAP による INSET 制度が利用されたが、MENA による制度変更が行われたため、年 1 回、全教

員を対象として実施されている研修セッション制度を利用した研修が実施された。また、プロジ

ェクトでは学習者中心アプローチを取り入れた学習指導案を開発しており、その使用についても

研修が行われた。学習者中心アプローチに関するモニタリング・評価は、プロジェクトの中央研

修講師を中心に実施されているが、基礎教育管区（CEB）の視学官によるモニタリング・評価と

指導が実施されるようプロジェクトは視学官への研修等の活動を行う。 
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教育・研修改革研究総局（DGIREF）はプロジェクトより研修内容の提供を受け、カリキュラ

ム改訂などの参考にしている。またプロジェクトは初等教員養成校（ENEP）に対しても教官の

研修と研修教材の提供を行い、教員養成課程における研修の実施を促進している。さらに理数科

コンテストでは、教員の参加を得て、学習者中心アプローチの好事例の収集を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DEP：調査・計画局 

DAF：管理・財務局 

DRENA：州国民教育・識字局 

DPENA：県国民教育・識字局 

出所：プロジェクト資料を基に作成 

図－１ プロジェクトの実施体制 
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２－３ 協力内容 

プロジェクトは、ブルキナファソの全国公立小学校教員に学習者中心の理数科授業の実施方法

を普及することにより授業の質を改善するものである。具体的には、フェーズ 1 パイロット県以

外の県において中央・地方研修を実施するとともに、全国において教員へのモニタリング・技術

支援体制を強化する。また、パイロット県における研修コンテンツ作成メカニズムを構築し、先

方政府が全国で自立的に活動を継続できる体制づくりへの支援を行う。そして、これらの活動に

より現職教員研修制度を強化し、初等教育理数科における学習者中心の授業の全国普及を図り、

授業の質改善に貢献することとしている。 

しかし、MENA の政策変更により GAP 研修制度が廃止され、年 1 回の短期集中型の研修（5

日間）に変更された。これを受けて、プロジェクトでは、2013 年 12 月に実施した中間レビュー

を通じて協力内容の見直しを行った。具体的には、毎年実施される学年別の教員研修の機会を通

じて、引き続き ASEI-PDSI をテーマとして現職教員研修を実施するとともに、理数科学習指導案

の作成・配布を通じた授業改善を図ることとした。 
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第３章第３章第３章第３章    評価の方法評価の方法評価の方法評価の方法 

 

３−１ 評価設問と必要なデータ・評価指標 

本終了時評価調査では「新 JICA 事業評価ガイドライン」（2010 年 6 月改訂）に準拠し、プロジ

ェクト・デザイン・マトリックス（Projet Design Matrix：PDM）と活動計画表（PO）に基づき、

関係資料を調べ、事前に評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクトの実績、実施プロ

セス、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に関する評価グリッドを作

成して調査を行った（付属資料９．評価グリッドを参照）。 

PDM はプロジェクト開始当初の 2012 年 12 月に、未確定であった上位目標及びプロジェクト目

標の指標に数値目標を記載し、計画をより精緻にするために改訂された。その後 2013 年 12 月の

中間レビュー実施時に、同年 MENA によって行われた現職教員研修制度改定による GAP 活動の

中止や、学習指導案作成のニーズに対応するため PDM の改訂を行った（付属資料６．プロジェ

クト・デザイン・マトリックスを参照）。 

実績、実施プロセス、評価 5 項目の定義の概要は以下のとおりである。 

 

（1）実 績 

投入、成果、プロジェクト目標、上位目標の達成度もしくは達成予測に関する情報。 

 

（2）実施プロセス 

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関するさまざまな情報。 

 

（3）評価 5 項目 

1）妥当性（relevance） プロジェクト目標及び上位目標とブルキナファソ政府の開発

政策、日本の援助政策、ターゲットグループのニーズ、計画の

論理的整合性等との一致の度合い。 

2）有効性（effectiveness） プロジェクト目標と成果の達成度を測る尺度。 

3）効率性（efficiency） プロジェクトのインプットに対するアウトプットを、投入のタ

イミング等も踏まえ、定性的及び定量的に計測する。 

4）インパクト（impact） プロジェクトによって、直接または間接的に、意図的または意

図せずに生じる、正・負の変化。 

5）持続性（sustainability） 政策、制度、財政、技術などの側面から、プロジェクトの効果

が持続的に維持される可能性について検討する。 

 

３－２ 評価実施体制 

本終了時評価調査は、ブルキナファソ側と合同で実施された。日本側とブルキナファソ側の両

方のメンバーから成る合同評価チームにより、評価グリッドに設定された評価設問に沿って評価

結果を整理した評価レポート案を審議し、評価レポートの最終化・合意に向けて、ブルキナファ

ソ側プロジェクト関係者と協議を行った。 
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３－３ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で、文献・資料調査、直接観察、インタビュー調査を行っ

た。これらの調査によって情報・データを収集し、合同評価チームによる評価分析が行われた。 

 

（1）文献・資料調査 

国内での準備期間において既存の文献･資料等を精査し、さらに現地調査において収集・

分析を行った。また、終了時評価調査のために下記を参考資料とした（詳細は、付属資料３．

主な収集文献・資料一覧を参照）。 

① プロジェクト関係調査報告書 

② プロジェクトの成果品 

③ プロジェクト作成報告書 

④ 教育関連統計資料 

⑤ ブルキナファソ政策関連文書 

⑥ ブルキナファソ教育セクター分析関係資料 

⑦ 日本政府の援助関連政策文書 

 

（2）直接観察 

調査団は教育現場でのプロジェクト活動の影響を調査するため、小学校を訪問し理科及び

算数の授業を視察し、教員による授業実施、生徒の学習態度、学習環境を視察した。また、

プロジェクトの活動を視察するために、中央研修講師及び副中央研修講師による、エンドラ

イン調査結果分析ワークショップを視察した。さらに、プロジェクトとカリキュラム改訂と

の関係を考察するため、MENA 関係職員と政策アドバイザー専門家による、カリキュラム分

析ワークショップを視察した。なおプロジェクト事務所においては、インタビュー調査に加

えて関係資料の収集を行った。 

 

（3）インタビュー調査 

調査団は、プロジェクトの運営にかかわるリソース・パーソンとして、プロジェクトの合

同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）議長である MENA 次官、プロジェクトの

ブルキナファソ側の実施責任者であるナショナル・コーディネーター、中央研修講師、副研

修講師、日本人専門家にインタビュー調査を実施した。また、MENA 本省内のプロジェクト

活動関係部署の責任者（基礎教育総局長、教育・研修改革研究総局長、公的基礎教育開発局

長、教育開発研究局長、改革研修局長）に、プロジェクトの活動と成果等を中心に聞き取り

調査を行った。 

教育現場への授業実践と指導に関しては、基礎教育管区（CEB）と小学校を訪問し、基礎

教育管区長、視学官

1
、小学校長、教員からヒアリングを行った。さらにプロジェクトは、教

員養成課程へのインパクトの重要性を想定し、初等教員養成校（ENEP）ルンビラ校及びク

ドゥグ大学高等師範学校（ENS-UK）を訪問し、研修担当者から情報を収集した。 

                                                        
1 ブルキナファソの初等教育制度において、教員の指導・監督を担当するいわゆる視学官の職務を行う職位として視学官

（inspecteur pédagogique）と視学官を補佐する教育指導主事（conseiller pédagogique）の二つがある。本報告書では特に職位

名として区別する場合を除き、視学官という場合には、この二つの職位の者を指す。 
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第４章第４章第４章第４章    実績の確認実績の確認実績の確認実績の確認 

 

４－１ 実績の確認 

４－１－１ 投入実績 

終了時評価調査実施時点での、日本側及びブルキナファソ側の投入は下記のとおりである

（詳細については、付属資料８．投入実績を参照）。 

 

（1）日本側投入 

現在、理数科教育、業務調整/研修運営の長期専門家が 1 名ずつ派遣されている。短期専

門家は、2012 年に 1 名がモニタリング・研修計画の強化のために、2013 年に他の 1 名が

INSET 実態調査分析のために派遣された。また 2014 年は短期で視聴覚教材作成のための

専門家と指導案作成補助のための専門家が派遣された。 

研修員受入れとしては、理数科教授法の改善のための六つの本邦研修コースに計 23 名

が参加し、ケニアで実施された 2 回の理数科教員強化アフリカ域内ネットワーク

（Strengthening Mathematics and Science Education in Western, Eastern, Central and Southern 

Africa：SMASE-WECSA）によるASEI-PDSIアプローチのための研修に計 10名が参加した。 

日本側のローカルコスト負担は、研修実施のための費用、研修モジュールの開発費など

に利用されており、機材供与を含む。機材供与は、主にプロジェクト事務所の事務機器及

び車両の供与であり、2013 年度までに終了している。 

① 長期専門家派遣 2 名 

② 短期専門家派遣 5 名 

③ 研修員受入れ 

・ 本邦研修 23 名 

・ 第三国研修（ケニア）10 名 

④ 機材供与 671 万 8,000 円〔3,224 万 5,624 セーファーフラン（FCFA）〕 

⑤ ローカルコスト負担 〔1 億 1,543 万 4,000 円（5 億 5,408 万 2,653 FCFA）〕 

 

（2）ブルキナファソ側投入 

ブルキナファソ側の MENA はカウンターパート（C/P）として、中央研修講師 15 名を

投入していたが、2015年 3月に新たに 10名が副中央研修講師として加わり 25名となった。

この 25 名には 2 名の専属のプロジェクト・スタッフ（プロジェクト・コーディネーター1

名と職員 1 名）が含まれる。また専属のプロジェクト・スタッフとして会計役が配置され

ている。なお当初は地方レベルでの活動実施のために、県コーディネーターと県研修講師

が任命されたが、GAP 中止による研修制度の改定にともない、視学官が研修講師の役割を

担うようになった。ブルキナファソ側はプロジェクト事務所を提供し、その維持管理費を

負担しており、その他ブルキナファソ側のローカルコストには、県研修の実施費用の多く

やモニタリング評価活動費用の一部負担も含まれる。さらにブルキナファソ側は、2015 年

2 月に実施した教員・校長研修の費用を負担した。 

① カウンターパートの配置 25 名（プロジェクト・スタッフの 2 名を含む） 

② プロジェクト事務所の提供と維持管理費用（プロジェクト・スタッフ及び長期専門
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家の執務室、電気代、水道料金、清掃費用） 

③ ローカルコスト負担 7,714 万 8,000 円（3 億 7,031 万 1,181 FCFA） 

④ 教員・校長研修費用 4 億 4,719 万 8,000 円（21 億 4,654 万 8,321 FCFA） 

 

 

表－１ プロジェクトによるローカルコストの負担 

 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 合 計 

JICA 190,749,929 71,055,294 276,998,578 15,278,852 554,082,653 

MENA 109,777,157 65,735,783 152,646,376 42,151,865 370,311,181 

注：単位 FCFA、2015 年は 1～3 月 

出所：プロジェクト資料 

 

４－１－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、2012 年はおおむね PDM 及び PO に沿って実施された。2012 年の主要

な活動として、プロジェクトは 13 県を対象にベースライン調査を実施し、さらに主に視学官

を対象とした中央研修と教員分科会（GAP）代表を対象とした県研修を実施した。また研修教

材と授業評価ツールの改善を行った。なお PO に予定されていない活動として見返り資金を活

用した視学官による校長に対する研修を実施している。 

2013 年は、計画どおりに理数科コンテストを実施し、研修教材と授業評価ツールの改善に係

る活動を継続して実施した。また初等教員養成校（ENEP）との協力関係が進展し、ENEP 教員

向け研修の実施や研修教材の作成が進められた。他方で MENA が GAP の活動を停止すること

を決定したため、中央研修及び県研修の実施を次年度に延期する調整を余議なくされ、中間レ

ビューの実施とともにプロジェクト計画の見直しを行い、合同調整委員会（JCC）で承認され

た。 

2014 年、プロジェクトは教員のニーズに応えるため、学習者中心アプローチを取り入れた学

習指導案の開発を行い同年 12 月までに理数科 6 学年 3 学期分の作成を終えた。同時に同学習

指導案の普及を進めるために試験的な使用を一部の小学校で開始した。さらに、プロジェクト

は視学官等のトレーナーズ・トレーニングを実施し、MENA による全国規模の研修の実施準備

を行った。2015 年 2 月には、MENA による全国の教員・校長を対象とした研修が実施され、

その後プロジェクトは、その効果を測るエンドライン調査を実施した。 

    

PDM による活動のリストは、以下のとおり。 

（1）成果 1：学習者中心アプローチに基づく有用な理数科指導案集が開発される。 

1-1 研修済み 13 県において、理数科指導案の作成に協力する教員（ボランティア教員）

を確保する。 

1-2 視学官とボランティア教員に対して、指導案作成に関する研修を行う。 

1-3 学習者中心アプローチに基づく理数科指導案を改訂する。 

1-4 授業評価・学習観察ツールの改訂を行う。 

1-5 作成された指導案を活用した授業実践に関する評価、及び結果分析を行う。 

  



 

－10－ 

（2）成果 2：理数科における学習者中心アプローチに関する視学官及び教員の能力が強化さ

れる。 

2-1 研修教材の改訂を行う。 

2-2 視学官対象研修（中央研修）を実施する。 

2-3 校長研修を実施する。 

2-4 全県で小学校教員対象研修（研修セッション）を実施する。 

2-5 必要に応じて中央研修講師・視学官等を対象に国内・第三国研修を実施する。 

2-6 ENEP で使用する理数科の教材を改訂する。 

 

（3）成果 3：学習者中心アプローチに基づく授業実践の情報収集・分析を行う体制が整備さ

れる。 

3-1 授業評価の結果を収集し、理数科授業における教員と児童の活動の変化を分析する。 

3-2 理数科に関する学習者中心アプローチの実践好例を収集する。 

3-3 理数科コンテストを実施する。 

3-4 学習者中心アプローチの成果と課題の分析を行うための州レベル年次レビュー会合

を行う。 

3-5 MENA 州局・県局評議会の際に、四半期ごとのプロジェクト活動レビューセッショ

ンを実施する。 

 

４－１－３ 成果達成状況 

成果 1： 学習者中心アプローチに基づく有用な理数科指導案集が開発される。 

成果 2： 理数科における学習者中心アプローチに関する視学官及び教員の能力が強化され

る。 

成果 3： 学習者中心アプローチに基づく授業実践の情報収集・分析を行う体制が整備され

る。 

 

（1）成果 1：学習者中心アプローチに基づく有用な理数科指導案集が開発される。 

成果 1 は、ブルキナファソ側の積極的な指導案作成への関与により達成された。 

 

【指標 a】全授業を網羅する指導案集が作成される。 

【実績】達成済み 

プロジェクトは、小学校全 6 学年の理数科授業を網羅する学習指導案集を、中央研修

講師及びボランティア教員の協力によって 2014 年 12 月までに作成を終えた。学習指導

案集の作成には、JICA 長期専門家（理数科教育）及び短期専門家（理数科指導案作成補

助）が助言を行いつつ、指導案の質の向上に努めた。学習指導案は、プロジェクトが推

進する学習者中心型授業の新しい指導案フォーマットに基づき作成されており、教員の

授業準備の負担を軽減すると同時に、教室での学習者中心アプローチの実践を促進する

ように工夫された内容となっている。 

学習指導案の作成は、まずボランティア教員が学習指導案のたたき台となる原案を作

成し、中央研修講師が各県を回り、ボランティア教員を指導する視学官に対して、指導
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案作成に関する研修を行った。その後、中央研修講師及び研修を受講した視学官が、作

成された学習指導案の質を高めるために、ワークショップを通じて内容改善を行った。

指導案の作成作業を通じて、参加した教員・視学官・中央研修講師は、学習者中心アプ

ローチに基づく理数科学習指導案に関する理解を深めた。 

MENA の基礎教育開発局（DDEPP）によれば、理数科学習指導案集の 1 学期分及び 2

学期分は既に印刷作業の段階に入っており、2015 年 5～6 月ごろには配布される見通し

である。 

 

表－２ プロジェクトが作成した学習指導案数 

 指導案数 

1 学期 
算 数 190 

理 科 123 

2 学期 
算 数 212 

理 科 151 

3 学期 
算 数 113 

理 科  74 

合 計 863 

注：作成された指導案数は、初等教育課程 1 学年から 6 学年の算

数及び理科の全授業 

出所：プロジェクト資料 

 

【指標 b】70％以上の教員が、プロジェクトが作成する指導案の内容に満足している。 

【実績】達成済み 

学習指導案利用による学習者中心授業の実施を促進するため、プロジェクトは 2014

年 11 月より、1 学期及び 2 学期分の算数及び理科の学習指導案をプロジェクトに協力的

な教員 207 名に配布し試験的な使用を依頼した。さらに 2015 年 3 月に同教員による学

習指導案に対する評価についての情報を収集するために、質問票による調査を実施した。 

質問票による調査では、調査に回答した 126 名の教員のうち 80％（101 名）が学習指

導案の内容に満足している旨（表－３の、満足または大変満足）回答した。なお、基礎

教育開発局（DDEPP）によれば、MENA による理数科学習指導案の 1 学期分及び 2 学期

分は既に印刷作業の段階に入っており、2015 年 5～6 月ごろには各小学校に配布される

見通しである。 

 

表－３ 学習指導案に対する満足度調査 

 不満 やや満足 満足 大変満足 満足度 

回答数 1 24 92 9 80％ 

注：アンケートのサンプル数は 207。未回答または不適切な回答はカウントしていない。 

出所：プロジェクト資料 

 

（2）成果 2：理数科における学習者中心アプローチに関する視学官及び教員の能力が強化さ

れる。 
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成果 2 は、プロジェクトの協力による指導員研修と、それを受けて MENA によって実

施された全国規模の教員・校長研修の実施により達成された。 

 

【指標 a】90％以上の視学官及び教員が、理数科における学習者中心アプローチに関す

る研修を修了している。 

【実績】達成済み 

プロジェクトは 2014 年 7 月から 9 月にかけて視学官研修を実施し、対象者の 97％に

対して研修を修了した

2
。プロジェクトはこの研修により、学習者中心アプローチの指導

員を養成すると同時に、校長・教員研修実施のための準備を行った。さらに、MENA は、

現職教員研修制度の研修セッションの枠組みを用いて MENA 独自の予算で、2015 年 2

月末に全国の公立小学校の教員・校長に対して研修を実施した。 

教員・校長研修は当初 2014 年 9 月に実施する予定であったが、ブルキナファソ側の

財政状況、2014 年 10 月に発生した政変に伴う MENA 内の人事異動など多様な要因によ

って実施が遅れた。しかし終了時評価調査実施時点で全国の校長・教員研修参加者の集

計は終了していないものの、DDEPP の調査では 8,746 名の校長・教員のうち 99.6％に当

たる 8,709 名の参加が確認されている。また、本終了時評価調査で訪問した CEB におい

ては 100％の参加であったため、研修修了率は 99％を超える割合であったと推定される。 

 

表－４ 視学官・教員・校長への研修の終了率 

 視学官研修（2014 年）教員・校長研修（2015 年） 

対象者 1,433 名 46,983 名 

参加者 1,395 名 46,900 名 

参加率 97％ 99％ 

出所：視学官研修はプロジェクト資料、教員・校長研修は MENA、DDEPP による調査を参

考にした推定値 

 

【指標 b】理数科における学習者中心アプローチに関する研修を通じて、視学官及び教

員の理解度を測るテストの正解率が上昇する。 

【実績】達成済み 

プロジェクトでは、2014 年 7 月から 9 月にかけての視学官研修及び 2015 年 2 月の校

長・教員研修の実施に際し、視学官及び教員の学習者中心アプローチに係る研修内容の

理解度を測るサンプル調査を行い、テストの正解率の上昇が確認された。視学官研修で

は理解度は 9.58 ポイント（平均点 2.84 から 12.42 へ）、教員・校長研修では 6.47 ポイン

ト（平均点 2.38 から 8.85 へ）上昇した。 

 

  

                                                        
2 プロジェクトは新規 32 県に対する研修と研修済み 13 県を対象にしたリフレッシュ研修を実施し、ブルキナファソ全国をカ

バーした。研修対象者には、視学官、教育指導主事だけでなく、初等教員養成校（ENEP）教官、クドゥグ大学高等師範学

校（ENS-UK）教官や卒業生が含まれた。 
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表－５ 理解度テストの結果 

試 験 プレテスト ポストテスト 

結 果 平 均 正解率 平 均 正解率 

視学官研修 2.84 14.22％ 12.42 62.12％ 

教員・校長研修 2.38 11.90％ 8.85 44.20％ 

注：サンプル数：視学官研修はプレテスト 914、ポストテスト 898、教員・校長研修は

プレテスト 1,151、ポストテスト 1,030（20 点満点） 

出所：プロジェクト資料 

 

（3）成果 3：学習者中心アプローチに基づく授業実践の情報収集・分析を行う体制が整備さ

れる。 

成果 3 は、2014 年 10 月に生じた政変の影響により、MENA 内での部局再編や各局への

予算付けの過程にあたることから、達成見込みは不明である。 

一方で、新しい知見を供給するためのメカニズムの一環として、理数科コンテストを実

施することで学習指導案や教材作成に関する一定の知見や経験が蓄積された。 

 

【指標 a】基礎教育管区（CEB）視学官の 50％以上が学習者中心アプローチに関するモ

ニタリング・技術支援を行う。 

【実績】測定せず 

MENA による教員・校長研修の実施遅延に加え、学習指導案配布が MENA の多様な

事情の影響により遅れ、基礎教育管区（CEB）の視学官によるモニタリング・技術支援

実施が遅れたため、視学官によるモニタリング・技術支援の状況については指標を測定

しなかった

3
。 

 

【指標 b】教育・研修改革研究総局（DGIREF）が、学習者中心アプローチに関するモニ

タリング結果と好例に関する情報収集・分析を本来業務とする。 

【実績】現時点では未達成であるが、基礎教育総局（DGEB）及び教育・研修改革研究

総局（DGIREF）が引き継ぐことが MENA の省令で承認されることによって、

達成が見込まれる。 

モニタリング調査結果の収集、そのために必要な書類の印刷・配布は DGEB が通常業

務の一環として担当する。モニタリング結果と好例の分析は DGIREF が実施する。

DGIREF は研修内容の質に関する調査・研究開発を行う。DGIREF の教育開発研究局

（Direction de la Recherche et du Développement Pédagogique：DRDP）は、プロジェクト

の推進する学習者中心アプローチである ASEI-PDSI をカリキュラム改訂のための統合

的教育アプローチに資するアプローチとして取り入れた。なお、本終了時評価実施時点

で、MENA は組織改編中であったことから、MENA 本省内の現職教員研修及び教員養成

課程の担当部署については、今後の動向にも留意する必要があると考えられる。 

プロジェクトの残りの期間に、中央研修講師と引き継ぎ部署の担当者等が、評価結果

                                                        
3 MENA による学習指導案の印刷・配布の遅れには、MENA 側の財政状況に加えて、MENA 内の事務手続き及び同国内の印

刷業者による業務の遅れが影響したとみられる。 
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の情報収集、データ処理、フィードバック、研修モジュール・指導案の改善への活用等

に関する情報を整理し、プロジェクト終了後に各関係局が活用できる参考資料を作成す

るとともに、彼らの能力強化を図る予定である。 

理数科コンテストは、学習指導案や教材作成に係る知見や経験の蓄積に貢献し、ブル

キナファソで ASEI-PDSI アプローチを実践するために役立つ情報を提供する機会とな

った。2013 年に引き続き、今後、2015 年 5 月にも理数科コンテストの実施が予定され

ている。 

 

【指標 c】学習者中心アプローチによる継続的な教員の能力向上に必要な予算が 2015 年

度より DGIREF の経常予算として確保される。 

【実績】基礎教育総局（DGEB）及び教育・研修改革研究総局（DGIREF）が必要な予算

措置を行う予定。 

DGEB が、モニタリング調査結果の収集と、そのための書類の印刷・配布に必要な予

算措置を行い、DGIREF は研修内容の質を確保するために必要な予算措置を行う。 

 

４－１－４ プロジェクト目標の達成状況（見込み） 

プロジェクト目標：全国公立小学校教員の授業実践が改善される。 

    

【指標】研修済み 13 県の理数科授業において： 

a. 教員の 90％以上が、指導案を活用して理数科授業を実践する。 

b. 教員の 70％以上が、授業評価ツールの 7.4 において、評価 3 以上を達成する。 

c. 教員の 70％以上が、学習観察ツールの 3.3 において、評価 3 以上を達成する。 

* 授業評価・学習観察ツールのスケールは 1～4（4 が最も良い）である。 

* 授業評価ツールの 7.4 の評価 3 は「授業計画を 90％順守した」となっている。 

* 学習観察ツールの 3.3 の評価 3 は「児童の 80％が、説明された活動目的・方法

に沿って、正確に学習活動を行っている」となっている。 

【実績】プロジェクトが実施した調査結果に教員の授業実践に係る改善がみられ、プロジェ

クト目標の達成が見込まれる。 

学習指導案を活用した理数科授業実践について、プロジェクトが 2015 年 3 月に実施した

エンドライン調査では、教員自身が評価を行う授業評価ツールで、算数においては 85.2％、

理科においては 86.5％の教員の授業評価ツール 7.4（授業計画の順守）の達成が観察された。

また、算数ではわずかに及ばなかったものの、理科において 73.5％の教員が学習観察ツール

3.3（教員の指示に沿った児童の学習活動）の実践を達成した。 

さらに、プロジェクトが実施したモニタリング調査及びエンドライン調査からは、教員の

授業評価ツールの総合的な評価において、プロジェクト実施期間中の教員による理数科授業

実践の改善が観察された。算数と理科の双方で、特に先行 4 県と 2012 年から研修を新規に

実施した県での良好な改善が観察され、プロジェクトによる継続的な研修の成果が確認され

た。また学習指導案を配布していた小学校と未配布の小学校を比較したモニタリング調査で

は、学習指導案を配布していた学校で授業実践の状況に、より良い評価結果がみられ、学習

指導案の有用性が確認された。なお MENA による学習指導案の配布が遅れたために、学習
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指導案を活用した理数科授業実践に係る全国規模の調査（指標 a）は実施できなかった。 

 

表－６ 授業評価・学習観察結果 

時 期 対象県 評価授業数 算数 理科 

ベースライン調査 

（2012 年 4 月） 

先行 4 県 23 2.23 2.18 

2012 年新規 9 県 95 1.72 1.62 

全 13 県 118 1.82 1.73 

モニタリング調査 

（ 2013 年 1～ 5

月） 

先行県（対象 4 県中 2 県） 

172 

2.41 2.30 

2012 年新規県（対象 9 県中 1 県） 2.77 2.86 

モニタリング調査 

（2015 年 2 月） 

先行 2 県（学習指導案 配布済み） 29 2.79 2.64 

先行 2 県（学習指導案 未配布） 22 2.14 1.93 

エンドライン調査 

（ 2015 年 3～ 4

月） 

先行 4 県 58 2.91 2.95 

2012 年新規県（対象 9 県中 3 県） 27 2.71 3.03 

2015 年新規県（対象 32 県中 11

県） 

74 
2.87 2.91 

全 18 県 159 2.86 2.95 

注：2012 年以降、毎年同ツールの内容は改善されており、その評価項目は異なる。なお、エンドライン調査にお

いては、先行 4 県及び 2012 年新規県では、できる限りベースライン調査の対象教員と同じ教員を対象に調査

を行った。 

* 授業評価・学習観察ツールのスケールは 1～4（4 が最も良い）である。 

* 授業評価ツールの 7.4 の評価 3 は「授業計画を 90％順守した」となっている。 

* 学習観察ツールの 3.3 の評価 3 は「児童の 80％が、説明された活動目的・方法に沿って、正確に学習活動

を行っている」となっている。 

出所：プロジェクト 

 

表－７ 教員の授業実践に関する評価 

 
評価平均 評価 3 または 4 の割合 

算数 理科 算数 理科 

授業評価ツール 7.4 

（授業計画の順守） 
3.11 3.14 85.2％ 86.5％ 

学習観察ツール 3.3 

（教員の指示に対す

る児童の学習活動） 

2.75 2.89 65.1％ 73.5％ 

注：評価者（教員）による書き漏れがあるため、評価項目間のサンプル数に違いがある。サンプル数は

授業評価ツール 7.4 が 273、学習観察ツール 3.3 が 291 

出所：プロジェクト 
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４－１－５ 上位目標達成状況（見込み） 

上位目標：全国の公立小学校児童の理数科の学習の質が改善される。 

    

【指標】サンプリング調査を行う学校において： 

a. 教員の 70％以上が、児童の理解力が向上したと認識する。 

b. 教員の 70％以上が、児童の論理思考力が向上したと認識する。 

c. 教員の 70％以上が、児童の表現力が向上したと認識する。 

【実績】達成見込み 

プロジェクトは 2015 年 3 月のエンドライン調査により、児童の理数科授業の学習につい

て、教員に質問票を配布しサンプリング調査を実施した。 

しかしながら、プロジェクトが実施したモニタリング調査では、児童の学習についても、

表－８にみられるように、教員の授業評価ツールの総合的な評価において、プロジェクト実

施期間中における児童の学習の質の改善が、プロジェクトの評価ツールによって既に観察さ

れた。表－９のとおり、算数と理科の双方において、先行 4 県と 2012 年から研修を新規に

実施した県での改善が確認された。また、学習指導案を配布していた小学校と未配布の小学

校を比較した 2015 年のモニタリング調査でも、学習指導案を配布していた学校で児童の学

習の質により良い評価結果がみられ、学習指導案の有用性が児童の学習活動の面からも確認

された。 

 

表－８ 児童の学習についての教員による評価（1） 

 みられる みられない 「みられる」率 

児童の理解力向上 151 23 86.8％ 

児童の論理思考力向上 123 43 74.1％ 

児童の表現力向上 130 38 77.4％ 

注：サンプル数 207 で、未回答または不適切な回答はカウントしていない。 

出所：プロジェクト 

 

表－９ 児童の学習についての教員による評価（2） 

時 期 対象県 評価授業数 算数 理科 

ベースライン調査 

（2012 年 4 月） 

先行 4 県 23 2.10 2.02 

2012 年新規 9 県 95 1.61 1.52 

全 13 県 118 1.70 1.62 

モニタリング調査 

（2013 年 1～5 月） 

先行県（対象 4 県中 2 県） 
172 

2.18 2.05 

2012 年新規県（対象 9 県中 1 県） 2.46 2.63 

モニタリング調査 

（2015 年 2 月） 

先行 2 県（学習指導案 配布済み） 29 2.88 2.62 

先行 2 県（学習指導案 未配布） 22 2.12 1.91 
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エンドライン調査 

（2015 年 3～4 月） 

先行 4 県 58 2.87 2.98 

2012 年新規県（対象 9 県中 3 県） 27 2.50 2.91 

2015 年新規県（対象 32 県中 11

県） 

74 
2.81 2.85 

全 18 県 159 2.78 2.91 

注：2012 年以降、毎年同ツールの内容は改善されており、その評価項目は異なる。なお、エンドライン調査にお

いては、先行 4 県及び 2012 年新規県では、できる限りベースライン調査の対象教員と同じ教員を対象に調査

を行った。 

* 授業評価・学習観察ツールのスケールは 1～4（4 が最も良い）である。 

* 授業評価ツールの 7.4 の評価 3 は「授業計画を 90％順守した」となっている。 

* 学習観察ツールの 3.3 の評価 3 は「児童の 80％が、説明された活動目的・方法に沿って、正確に学習活動

を行っている」となっている。 

出所：プロジェクト 

 

４－２ 実施プロセスに関する特記事項 

（1）プロジェクトのモニタリング 

プロジェクトの活動は当初の計画どおりに開催されてきた合同調整委員会（JCC）によっ

てモニタリングが実施され、また支援を受けてきた。JCC のプロジェクト活動への支援によ

って、MENA による全国の公立及び私立の小学校の教員・校長を対象とした研修の実施が可

能となり、またプロジェクト活動に関連した組織や部署との調整が促進された。 

 

（2）プロジェクトの管理 

プロジェクトの運営は、ナショナル・コーディネーターを中心とするプロジェクトチーム

によって、中央研修講師及び JICA 専門家の協力を得て、良好に管理されてきた。プロジェ

クトは、GAP 活動中止による現職教員研修制度の改定という状況変化に対処し、小学校 6 学

年すべての理数科学習指導案を完成し、ENEP 教官を含めた全国の視学官への研修を実施し、

公立小学校のほぼすべての教員・校長への研修を実施した。 

 

（3）プロジェクトの活動 

プロジェクトは 2012 年に計画どおりの活動を実施したものの、2013 年は GAP による研修

制度の中止により活動計画の見直しを余儀なくされた。2013 年 12 月の JCC によって活動計

画の調整が承認され、以降は MENA 側の多様な要因による遅延が一部みられたものの、計

画された活動をほぼ予定どおりに実施した。 
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第５章第５章第５章第５章    評価評価評価評価結果結果結果結果 

 

５－１ 評価 5 項目による評価 

５－１－１ 妥当性：高い 

（1）開発政策との整合性 

プロジェクトはブルキナファソ政府の教育分野の開発政策である「基礎教育開発戦略プ

ログラム（PDSEB）2012-2021」の内容に合致している。PDSEB は、教育の質の向上を優

先プログラムの一つとして掲げており、その手段として教員養成と現職教員研修を掲げて

いる

4
。 

 

（2）ターゲットグループのニーズとの一致 

ターゲットグループのニーズは、プロジェクトの内容と一致している。ブルキナファソ

における多くの初等教育の教員にとって研修機会は不足しており、現職教員研修（INSET）

の機会を増やす必要がある。また新任教員の急速な増加により、研修ニーズがさらに高ま

っているとともに、授業で用いる補助教材なども不足しており、それらに対する需要も大

きい。 

 

（3）ASEI-PDSI アプローチ 

プロジェクトの推進する ASEI-PDSI アプローチは、従来のブルキナファソの初等教育で

実施されていた、教員から生徒への一方的な知識の伝達による授業を、学習者中心の授業

へと転換させるものである。同アプローチは、理数科教育の質の向上に係る手段として有

効である。 

 

（4）日本の対ブルキナファソ協力政策 

プロジェクトは、日本の国別援助方針に則っており、2014 年 4 月現在の「対ブルキナフ

ァソ事業展開計画」では、教育の質改善プログラムの援助の一つとして位置づけられてい

る。援助の基本方針として「成長の加速化と人的資本の強化」が掲げられており、教育の

質の向上は同方針のなかで、高い優先度に設定されており、農業開発、域内経済統合の促

進と並ぶ三つの重点分野の一つである。本プロジェクトはその事業展開計画のなかの「教

育の質の向上プログラム」の一部を成すものである。 

また、プロジェクトは第 5回アフリカ開発会議（TICAD V）で合意された「横浜宣言 2013」

に基づく行動計画の重点分野の一つである、「科学・技術・工学・数学分野の指導と学習

の強化」のための日本の活動と一致している。 

 

５－１－２ 有効性：中程度 

（1）プロジェクト目標達成の見通し 

プロジェクトによるモニタリング調査結果により、初等理数科における教員の学習者中

                                                        
4 PDSEB は 2010 年に策定された国家開発計画「持続可能な開発及び成長の加速化戦略文書 2011-2015（SCADD）」に沿って策

定された。 
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心アプローチによる授業実践の改善が確認されており、プロジェクト目標の達成が見込ま

れる。またエンドライン調査では、プロジェクトが作成した理数科学習指導案の活用によ

る授業改善も観察された。 

また、ブルキナファソ側の教員研修制度の改編により活動の計画に遅れがみられたため、

プロジェクトは 2013 年 12 月に活動計画の見直しを行い、基礎教育管区（CEB）による研

修セッションによる実施に対応するための調整を行った

5
。活動計画の見直し後は予定され

ていた活動が実施され、全国の教員・校長への研修が実施され、学習指導案の開発を完了

した。 

 

（2）全国の教員・校長への研修実施 

MENA は 2015 年 2 月に、プロジェクトの推進する学習者中心アプローチに係る研修を

実施し、ほぼすべての小学校校長及び教員が受講した。プロジェクトによる同全国研修実

施のための準備活動は、97％以上の視学官等を訓練し、MENA による全国研修実施に大き

く貢献した。2013 年中にプロジェクトによって 13 県で実施されてきた校長・教員・視学

官への研修は、MENA と協働することによって 2014 年には全国の視学官等への研修に発

展し、2015 年には校長、教員に対する全国規模の研修の実施が可能となった。 

 

（3）学習指導案の開発 

プロジェクトは、中央研修講師と教員の協力を得て、初等理数科 6 学年の全学習指導案

を作成した

6
。プロジェクトによる研修では、学習者中心型の理数科授業実践のための学習

指導案の準備を組み入れていた。学習指導案は、初等教育の理数科授業現場において、教

員による学習者中心型授業実践に役立つことが見込まれる。このため MENA はこれら学

習指導案を全公立小学校へ配布するための準備作業を進めており、配布完了後には、さら

にブルキナファソにおける学習者中心アプローチの拡大に貢献することが期待される。 

 

（4）ブルキナファソ側関係者の能力向上 

プロジェクトが中央研修講師を養成することで、彼らによるトレーナーズ・トレーニン

グによって、視学官等及び ENEP 教官による研修が実施されてきた。また、中央研修講師

は、研修教材、評価・モニタリングツールの開発・改善、学習指導案の開発の中心的な役

割を果たしてきた。これらのブルキナファソ側関係者の向上した研修実施能力を活用する

ことによって、MENA による、全国規模での教員への ASEI-PDSI アプローチのための研修

が 2015 年に可能となった。 

 

  

                                                        
5 初等教育における現職教員研修制度には、教員分科会（Groupe d’Animation Pédagogique：GAP）、リフレッシャー研修（Stage 

de recyclage）、教員対象教授法会議（Conférence Pédagogique）の三つがあった。しかし GAP による研修制度に対する不満が

教員組合を中心に高まり、2013 年 MENA は現職教員研修制度を見直し、GAP による教員研修を中止し、研修セッション

（Session de Formation）と教員対象教授法会議による研修を実施することとした。さらに 2014 年は、研修実施のための予

算の課題に加え、クーデターによる政権交代による混乱が生じ、現職教員研修は実施されなかった。 
6 2013 年 MENA は教員による授業準備を支援し、業務の負担を軽減するため初等教育課程全科目の学習指導案の作成を決定

した。そのうち、プロジェクトでは算数及び理科の学習指導案の作成を担った。 
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（5）好事例の紹介 

プロジェクトは 2013 年に理数科コンテストを 13 県で実施し、さらに 2015 年に全国規

模での実施を予定している。本コンテストは、教員の知見やグッドプラクティスの収集に

役立った。また、現地の教員の授業を撮影し、編集した好事例実践ビデオ（DVD）が各基

礎教育管区（CEB）に配布され、2015 年 2 月の教員・校長研修で活用された。同研修では、

その好事例を活用した模擬授業も一部で行われた。 

 

５－１－３ 効率性：高い 

（1）プロジェクトによって育成された人材 

プロジェクトは活動全般にわたって、フェーズ 1 の経験を有する人材を活用しており、

彼らが主体的に中央研修講師としてトレーナーズ・トレーニングに参加した。2014 年に実

施された視学官研修は、効率的に実施され、2015 年 2 月に実施された教員・校長研修の実

施に大きく貢献した。また研修補助教材や評価・モニタリングツールの開発・学習指導案

の開発も彼らが中心的役割を担った。 

 

（2）全国規模の教員・校長研修の実施 

2014～2015年にプロジェクトが実施した 2段階カスケード方式による校長・教員研修は、

従来の GAP による方式よりも、効率的に研修を実施することが可能となった。同研修の

実施に対する良好な評価は、調査期間中に多様なレベルのプロジェクト関係者から得るこ

とができた。GAP による教員に対する研修はプロジェクトが当初想定していたほど十分に

は機能しなかったものの、MENA による教員への直接の研修が実施されたことで、GAP

を通した研修以上に効果的であった。 

 

（3）モニタリング・評価調査  

モニタリング・評価調査は、ブルキナファソ側によって視学官を中心にオーナーシップ

をもって実施された。なお、ブルキナファソの教員研修制度の改編による全国規模の校

長・教員研修の実施の遅れは、研修後のプロジェクトによるモニタリング・評価調査の実

施に遅れをもたらした。 

 

（4）視聴覚教材の活用 

プロジェクトが作成した視聴覚教材は、学習者中心アプローチによる授業実践方法を教

員に対して効率的に、かつ明確に伝えることに役立った。プロジェクトは DVD 教材を全

国の視学官に配布し現職教員研修での利用を促進し、また、同教材は ENEP でも活用され

ている。こうしたデジタル教材は、IT 技術の普及に伴い、今後一層の活用が期待される。 

 

（5）青年海外協力隊員の活動との協調 

プロジェクトは、ブルキナファソの小学校に派遣された青年海外協力隊員とも協調して、

ブルキナファソの現状に合った、学習者中心アプローチの実践に役立つ理数科教材の開発

に取り組んだ。 
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（6）他国での協力成果の有効活用 

プロジェクトは第 1 フェーズで、SMASE-WECSA からの支援を得てその成果を取り入れ

た。その後も、第 2 フェーズの前半においても第三国研修として、研修講師や教員などの

プロジェクト関係者を参加させ、他国のプロジェクトの経験を参考にして有効活用する努

力を行ってきており、これらはプロジェクトの効率性を高めることに貢献した。 

 

５－１－４ インパクト：中程度 

（1）上位目標達成の可能性 

プロジェクトが実施した調査結果に教員の授業実践に係る改善がみられ、プロジェクト

目標の達成が見込まれる。プロジェクトが実施したモニタリング及びエンドライン調査で

は、教員の授業評価ツールの評価において、プロジェクト実施期間中の教員による理数科

授業実践の改善が観察された。また、2015 年 3 月のエンドライン調査において、児童の理

数科の学習の質に、より良い結果もみられた。 

 

（2）カリキュラム改訂のためのアプローチ 

プロジェクトが推進する学習者中心アプローチ（ASEI-PDSI）は、2015 年 3 月の MENA

の基礎教育カリキュラム方針枠組み文書（COC）に取り入れられ、カリキュラム改訂のた

めの統合的教育アプローチ（API）の一つとして採用された

7
。 

 

（3）ENEP の教員養成課程への導入 

プロジェクトは、2014 年に全国の理数科担当の初等教員養成校（ENEP）の教官を対象

に研修を実施した。学習者中心アプローチは、ENEP の教員養成課程に取り入れられつつ

ある。例えば ENEP ルンビラ校では、2014－2015 年の生徒に対して、同アプローチの訓練

を実施した

8
。 

 

（4）校長・教育指導主事・視学官養成課程への導入 

クドゥグ大学高等師範学校（ENS-UK）の校長・教育指導主事・視学官養成課程におい

ても、2015 年 7 月に学習者中心アプローチの研修実施が計画されている。 

 

（5）私立校の教員への普及 

2015 年 2 月に実施された校長・教員研修には、公立校だけでなく、多くの私立の小学校

の教員も自主的に参加した。一部の私立校はその教員に対し、同研修参加のための研修費

用を補助し、参加を促進した

9
。 

 

                                                        
7 MENA から、理数科以外の科目にも ASEI-PDSI を活用したい旨の要請が出されている。プロジェクトは理数科以外の科目

に係る ASEI-PDSI 適用の例がまだないため、資料提供しつつもやや慎重に対処している。 
8 プロジェクトが ENEP の教官に対する研修を実施した、2014 年時点で ENEP は全国に 7 校あり、毎年約 5,000 人の教員候補

生を輩出している。 
9 DDEPP が校長・教員研修実施時に、71 の基礎教育管区（CEB）で実施したサンプリング調査では、私立小学校教員計 999

名のうち 623 名が研修に自主的に参加し、私立校の自主的な参加率は 62.4％に達した。 
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（6）私立の教員養成校への普及 

MENA は、公立校の教員の一部が私立の教員養成校（EPFEP）からも採用されている状

況にかんがみ、学習者中心アプローチ導入を、公立教員養成校である ENEP のみでなく、

EPFEP に対しても促進していくことを検討している。 

 

５－１－５ 持続性：高い 

（1）政策面での持続性  

PDSEB は、ブルキナファソの基礎教育分野の長期的な開発政策として継続する見込みで

あり、そのなかでカリキュラム改訂は中心的プログラムの一つとなっている。プロジェク

トの推進する ASEI-PDSI はカリキュラム改訂に参考となる教育アプローチの一つとして

採用されたため、政策面での持続性が確保された。 

 

（2）制度面での持続性 

学習者中心アプローチの継続的な研修は、ENEP による教員養成課程での研修実施によ

って強化されている。ENEP では、プロジェクトによって訓練された教官とプロジェクト

の開発した教材が、ENEP の設備の中で活用され、効率的、かつ継続的な研修実施が可能

となっている。 

 

（3）財政面での持続性 

「研修セッション」や「教授法会議」の枠組みによる、現職教員研修の今後の実施は、

ブルキナファソ政府の厳しい財政事情等によって、影響を受ける可能性が高いことから、

DGIREF が研修実施のための予算を確保する必要がある。 

 

（4）技術面での持続性 

プロジェクトで養成された中央研修講師は、研修員として本邦研修に参加することを通

じて、研修・モニタリング調査・教員指導・学習指導案作成などの面で能力強化が図られ

た。他方で、教員が学習者中心の授業を実践するためには、MENA によって視学官や校長

に対する継続的な能力強化を行うことが必要とみられる。 

 

５－２ 阻害・貢献要因 

（1）効果発現に貢献した要因の分析 

① 計画内容に関すること 

・ プロジェクトは、GAP 停止による研修制度の変更に対処するために、活動計画の調整

を行い、計画調整後は活動をほぼ予定どおり実施した。 

 

② 実施プロセスに関すること 

・ MENA は高いオーナーシップにより、遅れが生じたものの、大規模な全国研修を 2015

年 2 月に実施し、全国の公立小学校の教員及び校長に対する学習者中心アプローチの

研修を行った。およそ 4 万 7,000 人の全国の教員及び校長に対する研修は MENA 側の

費用支出によって実施され、研修講師は視学官が務め、研修の運営もブルキナファソ
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側の人材によって行われたことで、先方のイニシアティブの醸成につながった。 

・ プロジェクトチームと中央研修講師は、研修モジュールのデザイン、評価ツールの作

成・中央研修の実施・学習指導案の作成・モニタリング調査などのプロジェクト活動

の積極的な推進に貢献した。 

・ プロジェクトによる、ENEP の教官に対する研修実施及び研修教材の提供は、ENEP

による教員養成課程での学習者中心アプローチの導入を促進し、研修拡大と継続に貢

献した。 

 

（2）効果発現を阻害した要因の分析 

① 計画内容に関すること 

・ MENA の CEB の視学官制度運営における、校長・教員への指導体制（モニタリング）

が十分でなく、CEB は教員による学習者中心アプローチの実践促進のための指導をス

ムーズに実施することが困難であった。 

 

② 実施プロセスに関すること 

・ MENA による校長・教員研修の実施と学習指導案配布の遅れは、プロジェクトによる

モニタリング調査活動に遅れを生じさせた。 

 

５－３ 結 論 

プロジェクトは、学習者中心アプローチ推進のための研修を、ほぼすべての公立小学校の校

長・教員に対して実施し、さらに初等理数科 6 学年の学習指導案を同アプローチに基づき作成し

たことにより、教員の授業実践の改善に貢献しており、プロジェクト目標を達成しつつある。 

当初計画を超え、プロジェクトの研修は ENEP、ENS-UK、私立小学校、私立の教員養成校の教

官のみならず、学生に対しても拡大する傾向をみせている。またプロジェクトが推進する学習者

中心アプローチは、MENA の基礎教育カリキュラム方針枠組み文書（COC）に取り入れられ、カ

リキュラム改訂に影響を与えるインパクトを生じた。ENEP での研修実施及びカリキュラムへの

導入は、プロジェクトの学習者中心アプローチの持続性を高めることに貢献している。プロジェ

クト実施期間中には、現職教員研修制度の改編があり、また MENA による活動の遅れがあった

ものの、プロジェクトはほぼ予定した活動を終了する見込みである。 
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第６章第６章第６章第６章    提言・教訓提言・教訓提言・教訓提言・教訓 

 

６－１ 提 言 

（1）MENA は、プロジェクトの活動を通じて養成された中央研修講師等の経験を有する有能な

人材を、学習者中心の教育促進のために積極的に活用することが適当と思われる。 

 

（2）MENA は作成した学習指導案の活用を促進するために、学習指導案を全国の小学校に配布

し、さらに MENA のホームページに掲載することが望ましい。 

 

（3）JICA は学習者中心アプローチによる教員の授業実践及び児童の教室での学習改善の状況の

確認と、プロジェクトの有効性・インパクトや持続性等の検証のため 3 年後に事後評価を実

施し、その結果を踏まえ MENA は必要に応じて初等理数科指導案及び授業評価ツール等の

改善を行うことが望ましい。 

 

（4）実施可能、かつ継続可能な教員研修メカニズムを構築するために、将来的に MENA は、

継続的に校内で実施可能な授業研究や、1 カ所に集まっての研修形態によらず、遠隔でも受

講することが可能な ICT を活用した教員研修のメカニズムを検討することが望ましい。 

 

（5）初等理数科指導案集の試用の結果、プロジェクトが作成した指導案を活用した授業は、同

案を使用しなかった授業に比して授業評価結果に向上がみられた。しかし、MENA による指

導案集の印刷配布に関する予算措置と各種手続きが遅れたため、指導案が全教員にいきわた

っておらず、指導案集の効果検証は十分とはいえない。そのため、残されたプロジェクト期

間において、引き続きプロジェクト側からも印刷・配布の進捗状況を注視するとともに、（3）

で提案した事後評価において、改めて指導案集の効果検証（教員/児童へのインタビュー、授

業観察、授業評価ツールによる調査等）を行う必要がある。なお、同指導案が長期的に活用

されるためには、MENA は、カリキュラム改訂等に対応した継続的な見直しを行うことが求

められる。 

 

６－２ 教 訓 

（1）MENA の政策変更により GAP 研修制度が廃止され、年 1 回の短期集中型の研修（5 日間）

に変更された。それらのことから、JICA は、プロジェクトの準備段階において、GAP など

の研修制度及び教育現場の現状及び今後の見通しにつき、十分な調査を行うことで、プロジ

ェクトの一層スムーズな実施の支援を行うことが可能であったと考えられる。 

 

（2）MENA の CEB の視学官制度運営における、校長・教員への指導体制（モニタリング）が

十分でなく、CEB は教員による学習者中心アプローチの実践促進のための指導をスムーズに

実施することが困難であった。よって、案件形成時点にて、円滑なプロジェクト運営のため

に、双方でより適切なコストシェアリングを設定することが望ましい。 

 

（3）プロジェクトは、先方のニーズにも即した初等理数科指導案の作成を行うことで、教育の
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質の向上に係る教育政策の具現化を図った。また、本邦研修で人材強化を図った視学官等を

通じて現地の教員の能力強化を図ったことで、相手国側のオーナーシップを高めることがで

きた。それらの実践により、教室レベルの改善に貢献することが可能と考えられる。 
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